
【都側提案事項】

１算定方法の見直し等

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 重度障害者福祉増
進事業費及び老人
福祉増進事業費の
算定方法の改善

重度障害者及び高齢者の福祉増進に要する経費について、
合理的かつ妥当な水準で経費設定を行うには予算額ではな
く決算額を用いることが妥当だと考えるため、特別区にお
ける、フレーム対象年度の前々年度予算額に応じた経費設
定から、前々年度決算額に応じた経費設定に改める等、算
定方法の改善を行う。

都側提案は、予算額から決算額へ算定方法を見直すもので
あるが、予算額で算定することにも合理性があると考えて
いる。本事業について、予算額から決算額に見直す必要性
について伺う。
合理的かつ妥当な水準で経費設定を行うには予算額ではな
く決算額を用いることが妥当であるとの発言があったが、
算定にあたっては、事業の性質や背景等を踏まえるべきで
あり、予算額での算定にも合理性があるという考えに変わ
りはない。
一方で、本事業においては、事業開始から数十年が経過し
ていることを踏まえると、決算額での経費設定に見直すこ
とは適切であり、合理的かつ妥当な水準であることから、
都側提案に沿って整理する。

重度障害者福祉増進事
業費及び老人福祉増進
事業費について、算定
を見直す。

2 生活扶助費（中国
残留邦人等生活支
援給付金）の見直
し

中国残留邦人等に対する生活支援給付に係る経費につい
て、特別区の実態を踏まえ、算定の見直しを行う。
なお、経費が突出している区は除外して考えるべきである
が、今回の協議においては都区双方の見解を一致させるこ
とは困難であることから、区側の指摘を踏まえ、経費突出
区も含め、改めて経費を設定した。

都側提案は、標準区経費の設定に当たり、経費が突出して
いる区を除外した結果、対象者ベースでは約14％を除外し
ている。よって、特別区の実態に基づく合理的かつ妥当な
水準とはいえないため、妥当ではない。
都側修正案は、区側の意見を踏まえたものであり、標準区
経費として合理的かつ妥当な水準であることから、都側修
正案に沿って整理する。

生活扶助費（中国残留
邦人等生活支援 給付
金）について、算定を
見直す。

3 結核予防費（一般
患者医療費）の見
直し

結核予防における一般患者医療に係る経費について、特別
区の実態と乖離があることから、算定を縮減する。
特例医療費について調査した結果、単価及び件数の実態が
僅少であり、特例医療費を区別して算出することは困難で
ある。なお、特例医療費も通常の医療費も手法の違いのみ
であり、一般患者に対する医療費であることに変わりはな
いことから、都案は包含する形で設定しており、妥当であ
ると考えるが、この点について今回の協議においては都区
双方の見解を一致させることは困難である。
一方で、現行の標準区経費が過大な状態であることは早急
に解消すべきであるため、区側の指摘を踏まえ、改めて経
費を設定した。

特例医療費について、令和3年度から5年度においては実績
が僅少であるが、今後も制度上、医療費が発生する可能性
を踏まえ、特例医療費を1件残すべきと考える。
都側修正案は、区側の意見を踏まえたものであり、標準区
経費として合理的かつ妥当な水準であることから、都側修
正案に沿って整理する。

結核予防費（一般患者
医療費）について、算
定を見直す。

令和6年度都区財政調整協議会幹事会協議内容（第2回都区財政調整協議会：R7.1.8）

取扱注意
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

4 結核予防費（入院
患者医療費）の見
直し

結核予防における入院患者医療に係る経費について、特別
区の実態と乖離があることから、算定を縮減する。
特例医療費について調査した結果、令和3年度から令和5年
度までの3か年において実績がなく、特例医療費を区別して
算出することは困難である。なお、特例医療費も通常の医
療費も手法の違いのみであり、入院患者に対する医療費で
あることに変わりはないことから、都案は包含する形で設
定しており、妥当であると考えるが、この点について今回
の協議においては都区双方の見解を一致させることは困難
である。
一方で、現行の標準区経費が過大な状態であることは早急
に解消すべきであるため、区側の指摘を踏まえ、改めて経
費を設定した。

特例医療費について、令和3年度から5年度においては実績
が無いが、今後も制度上、医療費が発生する可能性を踏ま
え、特例医療費を1件残すべきと考える。
都側修正案は、区側の意見を踏まえたものであり、標準区
経費として合理的かつ妥当な水準であることから、都側修
正案に沿って整理する。

結核予防費（入院患者
医療費）について、算
定を見直す。

5 総務管理費（補償
補塡及び賠償金）
の廃止

都としては、3年ごとに清掃費の経常的経費全体を見直すと
いう取扱いに固執する必要はなく、適時適切に見直しを
行っていくべきと考えている。
また、本経費は、平成12年度から自動車事故見舞金として
算定している事項であるが、これまでの清掃費全体の見直
しの中でも据置きとなっており、今年度調査を行った結
果、令和元年度から令和5年度までの5か年における支給実
績が3区のみであり、普遍性が認められないことから、算定
を廃止する。

清掃費の総務管理費については、令和6年度財調協議におけ
る清掃費の見直しの中で改善を行った項目になるが、令和7
年度財調協議で改めて見直しを行う理由を伺う。
令和6年度財調協議でも述べたが、今後収集運搬体制が変わ
る等、各区の取組みが大きく変化する際には、複数年に渡
る見直し等を都区双方で検討したいと考えるが、現時点で
の見直し方法については、3年ごとを基本に清掃費全体を見
直すことが適当であると考える。
なお、支給実績のある区が少数であるという普遍性を理由
に、普通交付金の算定対象から除外される本事業について
は、「特別交付金の算定に関する運用について」に記載さ
れる算定項目のうち、Ｂ－エに該当すると考える。
自動車事故見舞金について、各区の実績を踏まえた提案と
なっているため、都側当初提案に沿って整理する。

総務管理費（補償補塡
及び賠償金）について
算定を廃止する。
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

6 排水場に要する維
持管理費の見直し
（態容補正）

本態容補正については、排水場の排水能力に応じた3つの維
持管理費モデルを設定し、設置数に応じた額を加算するも
のとなっている。
特別区の実態を確認したところ、排水能力と維持管理経費
に比例関係がないことが明らかになったため、3つのモデル
を排水能力区分「100㎥/分以上」として1つに統合するとと
もに、実態を踏まえた経費設定としたが、区側の意見も踏
まえ、各区の決算を精査し、改めて経費設定した。

排水場維持管理費について、平成13年度財調協議から見直
しが行われておらず、算定と実態に乖離が生じているこ
と、排水能力と維持管理費に比例関係がないことについて
確認が取れた。一方で、都案は一部の経費を除外し経費設
定を行っており、過少な算定となっていることから妥当と
は言えないと考える。
こうした区側の意見を踏まえ、経費を再設定した都側修正
提案は妥当であると考えられるため、都側修正案に沿って
整理する。

排水場に要する維持管
理費について、算定内
容（経費全体）を見直
す。

7 要保護準要保護児
童生徒就学援助費
の算定方法の改善
（単位費用・密度
補正）

要保護準要保護児童生徒就学援助費について、特別区にお
ける前年度・前々年度の児童生徒数及び準要保護児童生徒
数に応じた算定から、前々年度・前々々年度の児童生徒数
及び準要保護児童生徒数に応じた算定に改めるなど、算定
方法の改善を行う。
なお、本提案は、数値確認における都区双方の事務負担軽
減にも寄与するものである。

都案は、密度補正における数値の整合性を図るものであ
り、各区の数値確認における事務負担の軽減にも寄与する
ものであることから、都案に沿って整理する。

要保護準要保護児童生
徒就学援助費に つい
て、算定内容を 見直
す。
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１算定方法の見直し等（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

8 特別支援学級等運
営費（夜間学級運
営）の廃止

各区の夜間学級数については、普通交付金の算定に伴う数
値確認において、当該学級数を確認しているところであ
り、単位費用化された平成12年度財調協議の合意以降、そ
の数は減少している状況にある。
また、夜間学級数は、中学校費（学級数）の測定単位とし
て通常学級数に加えてカウントされており、学級の運営に
要する経費については、学校運営費で通常学級分とは別に
算定されているため、本事業では、夜間学級の新規設置に
係るイニシャルコスト又は学校運営費で捕捉されないよう
な夜間学級のみ必要となる特殊な備品の購入経費が算定さ
れているものと考えている。
また、今回調査した結果では、直近5か年において、イニ
シャルコストを計上した区は1区であり、さらに、夜間学級
のみ必要となる特殊な備品も確認できなかったことから、
このような都の考え方は、平成12年度財調協議における都
区合意とも矛盾していないと考える。
これらの状況や調査結果等を踏まえ、夜間学級に係る経費
は、普遍的に生じている状況にないことから、本事業の算
定を廃止する提案を行う。
なお、今回の協議では、都区双方の見解を一致させること
は困難であるため、協議が整わなかった項目として整理す
るが、ここまで議論してきた内容については、引き続き検
討が必要な課題であると認識している。

本経費は平成12年度財調協議における基準財政需要額算定
の改善合理化にて、夜間学級の運営費を加算する態容補正
を廃止し、単位費用化されたものであるが、その後の状況
に変化があったのか伺う。
本経費の平成12年度財調協議での単位費用化は、平成10年
度に開催された都区制度改革推進委員会の税財政検討会
ワーキンググループ区間配分分科会にて検討が行われ、都
区で合意したものである。
中学校費の測定単位については、平成12年度財調協議での
単位費用化以前から、各区の夜間学級数が含まれていたと
ころである。これらを踏まえると、本経費には態容補正時
と同様に、ランニングコストも含めた夜間学級の運営費が
算定されていると考えるのが妥当である。都側の「本事業
で算定されているものは、夜間学級の新規設置に係るイニ
シャルコスト又は学校運営費で捕捉されないような夜間学
級のみ必要となる特殊な備品の購入経費」という主張は、
平成12年度財調協議における都区合意と矛盾するものであ
ると考えるが、都側の見解を伺う。
当該経費は測定単位に応じて算定の有無を判断するもので
はなく、標準区において必要な経費を基礎として算定され
るものであると認識している。
令和2年度国勢調査によれば、最終卒業学校が小学校の者は
区部で約2万人存在するとされ、今後は不登校児童生徒の増
加により義務教育を十分に受けられず卒業した者の受け入
れや、夜間学級生徒の半数を占める外国人の増加も見込ま
れる。夜間学級の設置数についても減少傾向にはない中
で、単純に現時点での普遍性がないという理由をもって廃
止とする点においても、都側提案は妥当ではないと考え
る。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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【区側提案事項】

１都区間の財源配分に関する事項

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

○都区間の財源配分・配分割合の考え方
特別区における児童相談所の設置は、設置区の区域におい
て関連事務が法的に都から区に移管され、都と特別区の役
割分担の大幅な変更が生じるものであるため、平成12年に
都区合意している都区制度改革実施大綱の規定に基づき、
その関連経費の影響額について、配分割合を変更すること
で、特別区の児童相談所の運営に必要な財源を担保するよ
う提案する。
各特別区の基準財政需要額と基準財政収入額を算定して不
足額を交付するのは、役割分担に応じた都区間財源配分の
結果得られる特別区総体の財源をもとに、特別区間の財源
の不均衡を是正するための主たる手段である普通交付金の
算定方法であって、配分割合を定めるためのものではな
い。令和2年度財調方針において、都区財政調整が、基準と
なる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みで
あるとしているのは、普通交付金算定の仕組みを言ってい
るにすぎず、各特別区の財源保障に係るものではあって
も、都区間の財源配分、つまり都と特別区総体の財源保障
に係るものではない。
都側は、財源保障の観点として2点を示しているが、都区財
政調整による財源保障の体系の一部を示したものに過ぎ
ず、しかも児相に関する配分割合について、その2点のみで
議論することは到底容認できない。
配分割合は、都区間財源配分に係るものであり、都区の役
割分担に応じて定め、役割分担の変更に応じて変更するの
が制度の趣旨である。役割分担の変更に伴う配分割合変更
の事由を整理して、都区で合意したのが平成12年都区制度
改革実施大綱中の記述であり、配分割合の変更は、制度の
趣旨と都区の合意に基づいて行われなければならない。
（つづきあり）

○都区間の財源配分・配分割合の考え方
令和2年度財調方針に記載されている「都区財政調整は、基
準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組
みである」という点、地方自治法施行令では、特別区の財
源に年度を超えて引き続き著しい過不足が生じる場合、配
分割合を変更することが定められている点、つまり、財源
保障の観点を踏まえ、児相に関する配分割合を議論する必
要がある。
令和2年度財調方針において、「都区財政調整は、基準とな
る財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みであ
り、都区間の配分割合は中期的には安定的なものを定める
必要がある」ことを合意している。この合意文章の主語
は、都区財政調整であり、また、後段で都区間の配分割合
の定め方を述べていることから、単に各区に交付する普通
交付金の算定方法を述べているわけではない。
普通交付金は、地方自治法施行令第210条の12の規定によ
り、特別区の基準財政需要額から基準財政収入額を控除す
ることにより得られる財源不足額であるというのが都区財
政調整制度の基本であり、地方自治法施行令第210条の14の
規定により、この財源不足額の合算額と普通交付金総額が
引き続き著しく異なる場合には、条例で定める割合の変
更、つまり配分割合の変更を行うものである。
こうしたことから、特別区の需要と収入がどうなっている
かという点抜きには、都区間の財源配分を検討することは
できない。
地方自治法逐条解説では、地方自治法施行令第210条の14に
ついて、「「著しく異なることとなる場合」には、制度改
正や事務配分の変更により著しく異なることとなる場合も
含まれる。」とされている。
このことから、児相の事務についても、当然地方自治法施
行令第210条の14の観点から検討すべきということである。
（つづきあり）

児童相談所関連経
費

1 都区財政調整は、基準
となる財政上の需要と
収入の差を普通交付金
とする仕組みである。
都と特別区は、大都市
東京を共に支えるパー
トナーであり、都は、
鉄道・道路ネットワー
クなどのインフ ラ整
備、無電柱化の推進や
調節池等の整備による
強靭化、産業力 の強
化、ゼロエミッション
に向けた先進的な取組
など、ハード・ソフト
両面において東京の都
市基盤や国際競争力を
向上させる施策 を行
い、特別区は、住民を
身近で支えるきめ細か
いサービスにより、東
京における地域生活を
充実させる施策を行う
ことで、もって東京の
持続的発展を実現して
いく。
（つづきあり）
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

○児相の財調上の取り扱い
児相PTで確認したとおり、「児童福祉法上、児童相談所の
事務は、都道府県が行う事務であるが、政令で指定された
場合は、当該特別区が行う事務になる」と考えている。
その上で、「特別区の児童相談所設置は複数年度にわたり
漸次行われているが、この複数年度にわたる設置を一つの
判断の単位としてまとめて捉えることは、大綱に定める
「役割分担の大幅な変更」の適用条件として都区が整理し
た内容には合致しないと考えられる」と認識している。
また、「清掃事業移管における『配分割合の変更』の考え
方」で、「平成12年の清掃事業移管経費は、財調算定上
1,287億円となり、配分を変更しなければ大幅な財源不足が
見込まれる状況であったため、配分割合を変更したもので
あると考えた」と、見解を示したところである。
都としては、令和2年度財調方針に記載されている「都区財
政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付
金とする仕組みである」という点、及び地方自治法施行令
第210条の14といった財源保障の観点から、配分割合の変更
を議論する必要があると考えている。

○児相の財調上の取り扱い
法令により、児童相談所設置市には児童相談所設置義務が
課されるものであり、当該区では都から権限が移り、役割
分担が変更されると考える。なお、国が発出している児童
相談所運営指針では、児童相談所の設置権限について、そ
の任務、性格に鑑み、都道府県、指定都市に設置義務が課
されているとしている。また平成16年及び平成28年の児童
福祉法の改正により、政令で指定する市や特別区も、児童
相談所を設置することとされ、その場合は、児童相談所の
設置義務に係る規定は、児童相談所設置市に適用するとし
ている。
区立児童相談所の設置区において、都と特別区の「役割分
担」については変更していると認識している。
都区制度改革実施大綱の制定に向けた当時の都区の検討過
程において、「大幅」なものであるかどうかは、影響額そ
のものの大きさによって判断するのではなく、「当該事由
に係る影響額」とされていることから、児相設置という同
じ事象で配分割合に影響を及ぼす規模は、年度ではなく、
事象ごとに捉えるべきと考える。

都区の緊密な連携のも
と、東京が新た なス
テージへと歩みを進め
るに当たり、今後、令
和6年能登半島地震の教
訓を踏まえ、いつ起こ
るとも知れない首都直
下地震等に対し、備え
を充実させていく。
児童相談所の運営に関
する都区の連携・協力
については、引き続き
円滑に進めていく。
こうした点を踏まえ、
特別区の配分割 合を
56％とし、併せて、災
害対応経費等に充当さ
れる特別交付金の割合
を6％に変更する。
本合意は、安定的に都
区財政調整制度を運営
し、東京の未来を共に
創り上げるための合意
であり、今後この合意
のもと、都区の連携・
協力を一層進め てい
く。
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１都区間の財源配分に関する事項（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

児童相談所関連経
費
（つづき）

○都区間の配分割合等の変更
都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普
通交付金とする仕組みである。
都と特別区は、大都市東京を共に支えるパートナーであ
り、都は、鉄道・道路ネットワークなどのインフラ整備、
無電柱化の推進や調節池等の整備による強靭化、産業力の
強化、ゼロエミッションに向けた先進的な取組など、ハー
ド・ソフト両面において東京の都市基盤や国際競争力を向
上させる施策を行い、特別区は、住民を身近で支えるきめ
細かいサービスにより、東京における地域生活を充実させ
る施策を行うことで、もって東京の持続的発展を実現して
いく。
都区の緊密な連携のもと、東京が新たなステージへと歩み
を進めるに当たり、今後、令和6年能登半島地震の教訓を踏
まえ、いつ起こるとも知れない首都直下地震等に対し、備
えを充実させていく。
児童相談所の運営に関する都区の連携・協力については、
引き続き円滑に進めていく。
こうした点を踏まえ、特別区の配分割合を56％とし、併せ
て、災害対応経費等に充当される特別交付金の割合を6％に
変更する。
本合意は、安定的に都区財政調整制度を運営し、東京の未
来を共に創り上げるための合意であり、今後この合意のも
と、都区の連携・協力を一層進めていく。

○都区間の配分割合等の変更
区側の考え方については、これまでに申し上げてきたが、
これまでの検討経緯や区長会における議論の結果、配分割
合の変更と特別交付金の引き上げをセットとして、受け入
れると整理されたことを踏まえ、都案について了承する。
なお、特別交付金については、次年度に向け、前向きな議
論をお願いしたいと思うが、その点については、特別交付
金の協議の中で改めて確認させていただく。
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２特別区相互間の財政調整に関する事項
基準財政需要額の調整項目

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 災害対策費（在宅
避難）

決算額の実施区平均から標準区経費を設定するのではな
く、事業の普遍性や内容、経費の性質を考慮し、標準的な
モデルを設定の上、標準区経費を設定すべきと考えるが、
区側修正案では、都側の意見を踏まえた見直しがされてお
り、標準区経費として合理的かつ妥当な水準であることか
ら、区側修正案に沿って整理する。
なお、モデル設定の結果、家具転倒防止器具設置に係る助
成事業をベースとしたものとなっている。家具転倒防止器
具の設置は在宅避難対策のみならず、災害への予防対策と
して実施されるものであることから、震災予防対策（防災
普及広報等経費）の事業区分に、家具転倒防止器具設置助
成を包含する形が適当であると考えており、既存の事業区
分に包含するにあたり、「家具転倒防止器具設置助成事業
費」の名称とすることについて、都として異論はない。

災害対策費（在宅避難）について、新規に算定する。
都側の意見を踏まえ、個別の事業の普遍性等を考慮し、標
準的な事業モデルにより、改めて標準区経費を設定する。
事業モデルについては、家具転倒防止器具の設置費を助成
するモデルとし、実施区の標準的な補助単価と補助実績に
より設定する。
なお、震災予防対策（防災普及広報等経費）の事業区分に
包含することに異論はないが、家具転倒防止器具設置に係
る助成事業をベースとした提案内容となったことから、既
存の事業区分に包含するに当たっては、「在宅避難」では
なく「家具転倒防止器具設置助成事業費」の名称とされた
い。

災害対策費（在 宅避
難）について、新規に
算定する。
なお、名称を「家具転
倒防止器具設置助成事
業費」とし、「震災予
防対策（防災普及広報
等経費）」の事業区分
の中に包含して算定す
る。

2 感震ブレーカー設
置助成事業費

感震ブレーカーについては、無償配布や設置費助成、また
はその両方を実施する等、区によって事業の実施手法が異
なる実態を踏まえると、単に決算額の実施区平均により標
準区経費を設定することは妥当ではない。また、事業の普
遍性や内容、経費の性質を考慮し、標準的なモデルを設定
の上、標準区経費を設定すべきと考えるが、区側修正案
は、都側の意見を踏まえたものであり、標準区経費として
合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿っ
て整理する。

感震ブレーカー設置助成事業費について、新規に算定す
る。
都側の意見を踏まえ、標準的な事業モデルにより、改めて
標準区経費を設定する。
事業モデルについては、東京都地域防災計画における感震
ブレーカーの設置目標を踏まえ、木造住宅密集地域を中心
に、簡易タイプの配布及びコンセントタイプ・分電盤タイ
プの補助を実施するモデルとする。このうち、配布事業
は、実施区の実績に基づく1台当たりの平均単価と該当地域
の世帯数、目標値により設定し、補助事業は、実施区の実
績に基づき、補助単価と件数の平均により設定する。

感震ブレーカー設置助
成事業費について、新
規に算定する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

3 参集・安否確認シ
ステム維持管理費

決算を踏まえた標準区経費の設定に当たっては、23区総体
の充足率が100％を超えるべきではないと考えるが、区側修
正案は、都側の意見を踏まえたものとなっている。また、
区側修正案は、決算額を精査の上、他のシステムに参集・
安否確認システムの機能が含まれる場合の維持管理費も加
味した上で、標準区経費を設定しており、標準区経費とし
て合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に
沿って整理する。

参集・安否確認システム維持管理費について、新規に算定
する。
都側の意見を踏まえ、事業未実施区を含めた平均により、
改めて標準区経費を設定する。

参集・安否確認システ
ム維持管理費に つい
て、新規に算定する。

4 行政手続デジタル
推進経費

決算額をもとに標準区経費を設定しており、決算を踏まえ
た標準区経費の設定に当たっては、23区総体の充足率が
100％を超えるべきではないと考えるが、区側修正案は、都
側の意見を踏まえたものであり、標準区経費として合理的
かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿って整理
する。

行政手続デジタル推進経費について、新規に算定する。
都側の意見を踏まえ、経費突出区の経費を精査した上で、
改めて標準区経費を設定する。

行政手続デジタル推進
経費について、新規に
算定する。

5 自治体システム標
準化経費

区側提案は、令和6年3月に示された国のデジタル基盤改革
支援補助金の補助上限額を踏まえたものであるが、当該補
助金の補助上限額については、令和5年度に行われた「移行
困難システム等に係る移行経費の調査について（照会）」
（令和5年8月4日総行デ125号）による移行経費調査の結果
に基づき措置されたものである。
令和6年度においても、同様の調査が行われており、当該調
査結果に基づき補助上限額の増額の可能性があることか
ら、現時点において、標準区経費の設定は時期尚早である
と考える。
なお、次年度以降、補助金増額の状況が明らかとなった段
階で改めて協議を行うことについて異論はない。

自治体システム標準化経費について、令和7年度に限り、臨
時的に算定する。
デジタル基盤改革支援補助金について、令和6年11月の国の
説明会において、補助金の基金の積み増しを国の財政当局
と折衝中であることが示された状況を踏まえると、今回の
提案において、補助金の増額の可能性を考慮することに異
論はない。
しかし、本事業については、国の方針に基づき、原則とし
て令和7年度末を目標に全区で実施している事業であるた
め、再調整での対応を含め、標準算定すべき事業である。
そのため、次年度以降、補助金増額の状況が明らかとなっ
た段階で改めて協議を行う必要があると考える。

協議が整わなかった事
項として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

6 公共施設ＬＥＤ灯
切替事業費

区側提案は、令和6年度財調協議において都側が指摘した
「特別区におけるＬＥＤ化計画の有無、ＬＥＤ灯切替の未
実施率」を考慮したものになっている。
しかしながら、区の工事実績から設定した単価にばらつき
が見られるほか、今年度の財調協議では、区側から「投資
的経費の見直し」が提案されており、本提案との重複が懸
念されるが、区側修正案は、都側の意見を踏まえたもので
あり、標準区経費として合理的かつ妥当な水準であること
から、区側修正案に沿って整理する。
また、令和6年度財調協議において都側が指摘した「ＬＥＤ
灯切替に伴う電力消費量の影響」も考慮する必要がある
が、投資的経費の見直し後の経常的経費の見直しにおい
て、実態調査とともに、ＬＥＤ灯の導入による効果につい
て検証する予定とのことであり、検証方法として妥当と考
えるため、今後、経常的経費における光熱水費へ適切に反
映されたい。

公共施設ＬＥＤ灯切替事業費について、新規に算定する。
なお、国の計画を踏まえ、令和7年度から令和12年度までに
要する経費の臨時算定とする。
都側の意見を踏まえ、単価及び施設面積について、次のと
おり設定する。
まず、単価については、国土交通省の「令和７年度施設特
別整備（特別修繕）単価」で定められた電灯設備の改設・
撤去単価をベースにＬＥＤ灯の改設及び蛍光灯の撤去に係
る経費のモデル設定を行い、改めて設定する。
次に、施設面積については、投資的経費との重複を考慮
し、標準施設の実態面積から、財調における施設区分ごと
の改築サイクルを基準に令和12年度までに改築・大規模改
修を迎える施設の面積等を除くことで、投資的経費で捕捉
される面積とのすみ分けを行う。
なお、電力消費量の影響については、投資的経費の見直し
後の経常的経費の見直しにおいて、見直し対象となった標
準施設を対象に実態調査を行うとともに、ＬＥＤ灯の導入
による効果について検証を行い、検証結果を考慮すること
を予定している。

公共施設ＬＥＤ灯切替
事業費について、新規
に算定する。なお、令
和7年度から令和12年度
までに要する経費の臨
時算定とする。

7 テレワーク運営経
費

テレワークの実施形態によっては、職員の端末関係経費が
算定されている「電子計算事務費」等との重複も考慮する
必要があるほか、決算を踏まえた標準区経費の設定に当
たっては、特別区総体の充足率が100％を超えるべきではな
いと考えるが、区側修正案は、都側の意見を踏まえたもの
であり、既存算定項目との重複がなく、標準区経費として
合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿っ
て整理する。

テレワーク運営経費について、正式導入区数が令和6年度財
調協議の11区から16区に増加したことを踏まえ、新規に算
定する。
都側の意見を踏まえ、経費突出区の数値を精査した上で、
事業未実施区を含めた回帰分析により、改めて標準区経費
を設定する。

テレワーク運営経費に
ついて、新規に算定す
る。

8 安全安心まちづく
り推進事業費（防
犯カメラ維持管理
費補助金）

都補助が充当されるモデルを設定するのであれば、規模の
設定に当たり、区独自で実施している補助の件数は含める
べきではないと考えるが、区側修正案は、都側の意見を踏
まえたものであり、標準区経費として合理的かつ妥当な水
準であることから、区側修正案に沿って整理する。

安全安心まちづくり推進事業費（防犯カメラ維持管理費補
助金）について、新規に算定する。なお、標準区経費は標
準的な事業モデルにより設定する。事業モデルについて
は、区の補助実績と「東京都防犯設備維持管理経費補助
金」及び「東京都防犯設備運用経費補助金」の補助対象経
費上限額等により設定する。
都側の意見を踏まえ、モデルの規模について、区独自で実
施している補助の件数を除外し、改めて標準区経費を設定
する。

安全安心まちづくり推
進事業費（防犯カメラ
維持管理費補助金）に
ついて、新規に算定す
る。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

9 区議会事務局運営
費

議会総務費における「議会運営費」とのすみ分けを明確に
する等、既存算定項目と重複しないよう内容を整理する必
要があるが、区側修正案は、都側の意見を踏まえたもので
あり、標準区経費として合理的かつ妥当な水準であること
から、区側修正案に沿って整理する。

区議会事務局運営費について、特別区の実態を踏まえ、算
定を充実する。
「議会運営費」との経費のすみ分けについて、インター
ネット使用料の重複が考えられるため、都側の意見を踏ま
え、議員数と事務局職員数による按分を行うことで経費を
精査し、改めて標準区経費を設定する。

区議会事務局運営費に
ついて、算定内容（経
費全体）を見直す。

10 会計管理費（預金
利子）

区側提案は、令和4年度財調協議の内容を踏まえた提案であ
り、標準区経費は23区平均により設定していることが確認
できた。標準区経費として合理的かつ妥当な水準であるこ
とから、区側提案に沿って整理する。

会計管理費（預金利子）について、令和4年度財調協議にお
いて確認した3年に1度の見直しのタイミングとなったた
め、特別区の実態を踏まえ、算定を改善する。

会計管理費（預 金利
子）について、算定内
容（特定財源）を見直
す。

11 ひとり親家庭等生
活向上事業費

区側提案は、固定費割合の設定について精査が必要である
が、都側の意見を踏まえた区側修正案は、合理的かつ妥当
な水準であることから、区側修正案に沿って整理する。

ひとり親家庭等生活向上事業費について、新規に算定す
る。都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経
費を設定した。

ひとり親家庭等生活向
上事業費について、新
規に算定する。

12 デジタルデバイド
対策事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定している
が、区によってばらつきが大きく、また、普遍性がない事
業が含まれているなど、精査が不足しており、標準区経費
としての妥当性が判断できない。

デジタルデバイド対策事業費について、新規に算定する。
令和6年度中に23区中21区で実施を予定しているが、事業開
始から間もない区が多いこと等もあり、各区の実施方法等
にはばらつきがある。特別区の実態や事業の内容を踏まえ
れば、算定されるべき事業であるとの考えに変わりはない
が、今回の協議では、都区双方の見解を一致させることは
困難であることから、協議が整わなかった項目として整理
する。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

13 高次脳機能障害者
支援事業費

区側提案は、普遍的ではない経費が含まれていることや、
実施区平均による経費設定である点で妥当ではないが、都
側の意見を踏まえた区側修正案は、合理的かつ妥当な水準
であることから、区側修正案に沿って整理する。

高次脳機能障害者支援事業費について、新規に算定する。
合理的かつ妥当な水準を設定するに当たって、実施区の数
値をもって設定すべきという考えに変わりはないものの、
今回の協議では都区の見解を一致させることが困難であ
る。このため、本事業を算定するに当たっては都側の意見
を踏まえ、事業未実施区を含めて設定するなど、経費を精
査し、改めて標準区経費を設定した。

高次脳機能障害者支援
事業費について、新規
に算定する。

14 重層的支援体制整
備事業費

重層的支援体制整備事業への移行状況を確認した結果、令
和7年度には15区が実施予定であり、また将来的に普遍的な
事業となることは制度上も確認できた。
ただし、重層的支援体制整備事業を単に現行算定に加える
という区側提案は妥当ではない。重層的支援体制整備事業
へ移行した自治体は、既存事業としては実施しない形とな
ることから、財調上の関連事業を存置することは妥当では
なく、関連事業について、重層的支援体制整備事業の経費
積算の一部に組み替える形で整理すべきである。
また、高齢分野の事業について、保険料負担部分を区負担
として経費設定がされていることから、精査が必要である
が、これらの都側意見を踏まえた区側修正案は、合理的か
つ妥当な水準であることから、区側修正案に沿って整理す
る。

重層的支援体制整備事業費について、新規に算定する。従
来は、高齢、障害、子ども、生活困窮の各分野ごとの制度
に基づいて行われる相談支援や地域づくりに対して補助金
が交付されていたが、重層的支援体制整備事業に移行する
ことにより、重層的支援体制整備事業交付金として一体的
に補助金の交付を受け、事業を執行することとなる。
財調における関連事業は、高齢分野は老人福祉費（介護保
険事業助成費）の一部、障害分野は社会福祉費（地域生活
支援事業費）の一部、子ども分野は児童福祉費（地域子ど
も子育て支援事業費）の一部、生活困窮分野は社会福祉費
（生活困窮者自立支援事業費）の一部である。
次に、重層的支援体制整備事業への移行状況であるが、現
時点で11区が移行しており、令和7年度には更に4区が移行
する予定である。また、令和6年度時点で4区が重層的支援
体制整備事業への移行準備事業を行っており、制度上、将
来的に重層的支援体制整備事業に移行することから、本事
業の普遍性が見込まれるものである。
都側の意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を
設定した。なお、関連事業の組み替えに伴い、児童福祉費
（利用者支援事業費）は廃止、児童福祉費(地域子育て支援
拠点事業）については、事業名を地域子育て支援拠点事業
（都単独型）に改める。

重層的支援体制整備事
業費について、新規に
算定する。なお、児童
福祉費（利用者支援事
業費）について算定を
廃止する。また、児童
福祉費(地域子育て支援
拠点事業）について、
事業名を地域子育て支
援拠点事業（都 単独
型）に改める。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

15 心身障害者福祉手
当支給費

本事業は、都条例においてその範囲を定めているが、区側
提案で新規に算定とする対象は、いずれも都条例の支給対
象に含まれていないことから、算定すべきではないと考え
る。

障害者の負担軽減と福祉の増進を図ることを目的とした心
身障害者福祉手当支給費について、身体障害者手帳3級・愛
の手帳4度・精神障害者保健福祉手帳1級所持者への手当を
新規に算定する。本事業は、障害者の経済的、精神的負担
の軽減と福祉の増進を図ること等を目的として、各区が助
成を行っているものであり、区側としては特別区の実態を
踏まえて標準区経費として算定すべきと考える。特別区の
実態や事業の内容を踏まえれば、算定されるべき事業であ
るとの考えに変わりはないが、今回の協議では、都区双方
の見解を一致させることは困難であることから、協議が整
わなかった項目として整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

16 高齢者補聴器購入
費助成事業費

区側提案は、標準区経費の設定に当たり、予算を用いてお
り妥当性に欠けると考えるが、区側修正案は、都側の意見
を踏まえ、都補助金の交付決定額をもとに経費設定を行っ
たものであり、合理的かつ妥当な水準であることから、区
側修正案に沿って整理する。
なお、次年度以降については、前々年度補助実績に連動し
て毎年度メンテナンスを行う。

高齢者補聴器購入費助成事業費について、新規に算定す
る。予算を用いた標準区設定では妥当性に欠けるとの発言
があったが、算定にあたっては、事業の性質や背景等を踏
まえるべきであり、予算額での算定にも合理性があるとい
う考えに変わりはない。しかしながら、提案した内容で
は、合意することが困難であることから、都側の意見を踏
まえ、都補助金の交付決定額に基づいて、改めて標準区経
費を設定した。次年度以降、補助実績に応じて毎年度メン
テナンスを行うことは、適切な方法であり異論はない。

高齢者補聴器購入費助
成事業費について、新
規に算定する。

17 生活保護総務費
（医療扶助オンラ
イン資格確認等運
営負担金）

区側提案は、標準区経費の設定に当たり、密度補正の影響
を加味するなど、精査が必要であるが、都側の意見を踏ま
えた区側修正案は、合理的かつ妥当な水準であることか
ら、区側修正案に沿って整理する。
なお、本事業について、厚生労働省のホームページに「医
療券等の送付や受け取り等のコスト・手間が軽減される」
との記載がある点を踏まえ、生活保護総務費の通信運搬費
等を合わせて調査し、経費に縮減の余地がないか確認すべ
きと考える。今回の提案時に影響を把握することが困難で
あることは承知したが、将来的に調査し、結果に応じて見
直しを検討すべきと考える。

生活保護総務費（医療扶助オンライン資格確認等運営負担
金）について、新規に算定する。本事業は令和6年4月から
開始された事業であることから、現時点では各区の医療券
等の送付や受け取り等の経費への影響について確認するこ
とはできないが、将来的に必要に応じて見直しをすること
に異論はない。また、都側の意見を踏まえ、数値を精査
し、改めて標準区経費を設定した。

生活保護総務費（医療
扶助オンライン資格確
認等運営負担金）につ
いて、新規に算 定す
る。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

18 ヤングケアラー支
援事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定している
が、区によってばらつきが大きい点や、実施区平均による
経費設定が妥当性に欠けると考える。
さらに、議会総務費の職員研修費や外国人生活支援等事業
費と重複する経費が含まれているため、これらの経費につ
いては経費設定から除外すべきと考える。

ヤングケアラー支援事業費について、新規に算定する。令
和6年度中に23区中17区で実施を予定しているが、事業開始
から間もない区が多いこと等もあり、各区の実施方法等に
はばらつきがある。特別区の実態や事業の内容を踏まえれ
ば、算定されるべき事業であるとの考えに変わりはない
が、今回の協議では、都区双方の見解を一致させることは
困難であることから、協議が整わなかった項目として整理
する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

19 要支援児保育巡回
支援専門員経費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定している
が、各区の経費にばらつきがあることから、精査が必要で
あり、妥当性に欠けると考える。また、事業の性質上、保
育所と放課後児童クラブで個別に経費設定を行うのではな
く、両施設を合わせて経費設定すべきと考える。

要支援児保育巡回支援専門員経費について、新規に算定す
る。本事業における各区の経費や特定財源の充当状況には
バラつきがあり、これらを踏まえて経費設定しているとこ
ろである。特別区の実態や事業の内容を踏まえれば、算定
されるべき事業であるとの考えに変わりはないが、今回の
協議では、都区双方の見解を一致させることは困難である
ことから、協議が整わなかった項目として整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

20 地域型保育等にお
ける定員未充足に
よる減収補填事業
費

区側提案は地域型保育と私立認定こども園を対象にしたも
のであるが、前者は単位費用、後者は態容補正で捕捉して
いるものであり、算定方法の違いを考慮した経費設定を検
討すべきである。次に、私立認定こども園については、令
和6年度当初算定における補正対象区は19区であるが、本事
業の実施区は5区と少数であり、普遍性がない。
また、減収補填のスキームについても、各区でばらつきが
あり、単に決算額をもとにした経費設定では、合理的かつ
妥当な水準とは言えない。

地域型保育等における定員未充足による減収補填事業費に
ついて、新規に算定する。定員未充足による減収補填事業
は、多数の区で実施している普遍的な事業であり、特別区
の実態を踏まえ標準区の設定を行っていることから、他の
財調算定されている事業と何ら異なるものではないと考え
る。よって、当該経費は、標準的な経費として妥当と考え
る。今回の協議では、都区双方の見解を一致させることは
困難であることから、協議が整わなかった項目として整理
する。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

21 高校生等医療費助
成事業費

都は、子育てを支援する福祉施策の充実に向け、区市町村
が実施する高校生等への医療費助成事業に対し、所得制限
や通院時の一部自己負担等の基準を設けた上で補助するこ
ととしており、早期の事業開始を促進するため、令和5年度
から3年間は都の負担割合を10分の10としている。
これにより、都制度においては、区負担は発生しない枠組
みとなっている。
昨年度の協議でも申し上げたとおり、都全域における妥当
な水準であると判断し導入されている都補助制度に沿った
算定が「合理的かつ妥当な水準」であることから、区側提
案は妥当ではないと考えている。
なお、令和8年度財調協議において、本事業に関する提案が
なされた場合、真摯に協議を行うことに異論はない。

高校生等医療費助成事業費について、都補助の対象外であ
る所得制限及び一部自己負担金に係る扶助費及び審査支払
手数料について、令和7年度まで臨時的に算定する。本事業
は都が一方的に発表した事業であり、都の補助基準は都区
で調整したものの、意見が折り合わず、特別区の意見が反
映されていないまま、令和5年度からの3年間について、所
得制限等を設定するものとなっている。このため、都の補
助基準は、特別区の事業実態や、特別区が作り上げ、推進
してきた既存の制度を踏まえたものになっていない。
特別区の実態や事業の内容を踏まえれば、特別区域におけ
るサービス水準により算定すべき事業であるとの考えに変
わりはないが、今回の協議では、都区双方の見解を一致さ
せることは困難であることから、協議が整わなかった項目
として整理する。
なお、本事業における制度や財源負担のあり方は、都区で
協議した結果、都が所得制限・自己負担金の設定を前提
に、令和5年度から3年間については全額負担することと
し、令和8年度以降のあり方については、今後別途協議する
こととなっていた。その後の協議において、令和7年10月か
らの所得制限撤廃については合意する一方で、令和8年度以
降の財源については、区の負担割合が2分の1となり、財調
協議において議論することとされた。ついては、令和8年度
財調協議において、本事業を改めて提案したいと考えてい
るため、真摯に協議に応じていただくようお願いする。

協議が整わなかった項
目として整理する。

22 放課後児童クラブ
事業費及び区立保
育所管理運営費
（医療的ケア児支
援事業費）

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定している
が、各区の経費にはばらつきがあり、医療的ケア児の受入
施設数を考慮するなど、精査が必要と考える。また、放課
後児童クラブ分については、現行の標準区経費において、
直営や委託といった運営形態に応じた算定としていること
を踏まえ、それを考慮した経費設定を行う必要があると考
えるが、区側修正案は、これらの都側指摘を踏まえたもの
であり、合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正
案に沿って整理する。

放課後児童クラブ事業費及び区立保育所管理運営費（医療
的ケア児支援事業費）について、新規に算定する。都側の
意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設定し
た。

放課後児童クラブ事業
費及び区立保育所管理
運営費（医療的ケア児
支援事業費）に つい
て、新規に算定する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

23 国民健康保険総務
費（データヘルス
計画等策定経費）

平成30年度財調協議で国民健康保険制度改革を反映させた
際、法定内繰出金を標準算定としたところであるが、本経
費は法定内繰出金に該当するか確認ができていない以上、
標準区経費としての妥当性が判断できない。

国民健康保険総務費（データヘルス計画等策定経費）につ
いて、新規に算定する。なお、全固定での算定とし、標準
区経費は実施区平均により設定する。また、特別区の実態
を踏まえ6年計画とし、毎年6分の1ずつ算定する。
本計画策定経費が、法定内繰出金に該当するかどうかにつ
いては確認できていないが、平成25年6月に閣議決定された
「日本再興戦略」においてデータヘルス計画策定が求めら
れており、また、国が発行している手引きでは、特定健康
診査実施計画と一体で計画を策定することが強く推奨され
ている。区側の調査では、全区で特定健康診査実施計画と
一体でデータヘルス計画を策定しており、両計画策定を併
せて算定する必要があると考える。
今回の協議では都区双方の見解を一致させることは困難で
あることから、協議が整わなかった項目として整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

24 【投資】放課後児
童クラブ新設費

本事業は将来的かつ一時的な需要であり、またその実施規
模も未確定であることから、本来標準区経費に馴染まない
経費であると考えるが、放課後児童クラブの待機児童対策
の重要性は都としても理解しているため、本提案について
前向きに検討する。
まず、実施規模が未確定である点を踏まえ、今回の協議で
は令和7年度分のみを対象とすることとし、令和8年度分以
降については、次年度以降の財調協議で改めて議論すべき
と考える。
次に、区側提案における一人当たりの決算単価について、
設定に用いた各区の実績を確認すると、施設の確保に当
たって、経費が発生していない事例があるため、経費設定
に当たってはこの点を考慮すべきである。加えて、各区に
おいて過去に整備した施設と令和7年度以降に整備を予定し
ている施設における一人当たり面積に乖離があるため、ば
らつきを精査した上で、それらを考慮した経費設定を行う
べきであるが、区側修正案は、これらの都側意見を踏まえ
たものであり、合理的かつ妥当な水準であることから、区
側修正案に沿って整理する。

放課後児童クラブ新設費について、3か年分の経費を一括し
て臨時的に算定する。
都側の意見を踏まえ、次の点等を修正し、改めて標準区経
費を設定した。提案内容については、令和7年度に生じる経
費のみを臨時的に算定するものとする。一人当たりの決算
単価については、新設に当たり経費の発生していない施設
分を積算根拠に加えた上で、過去に整備した施設と精査を
行った新設予定の施設における一人当たり面積の乖離率を
乗算する等の精査を行った。

放課後児童クラブ新設
費について、臨時的に
算定する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

25 障害者就労支援事
業費

本事業のコーディネーターの配置人数については「区市町
村障害者就労支援事業実施要領」に基づき設定すべきであ
り、また、同要領では障害者就労支援センター1施設当たり
として、配置人数が設定されているが、各区における施設
は概ね1施設となっていることから、測定単位の数値に連動
しない全固定による算定とすべきと考える。
加えて、単価についても「区市町村障害者就労支援事業補
助金取扱要領」における最新単価を用いるべきと考える
が、区側修正案は、これらの都側意見を踏まえたものであ
り、合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に
沿って整理する。

障害者就労支援事業費について、特別区の実態を踏まえ、
算定を充実する。合理的かつ妥当な水準を設定するにあ
たっては、特別区の実態を踏まえた算定にすべきとの考え
に変わりはない。しかしながら、今回の協議では都区双方
の見解を一致させることが困難であるため、都側の意見を
踏まえ、コーディネーター配置数について、都の「区市町
村障害者就労支援事業実施要領」に基づいた配置とし、改
めて標準区経費を設定した。

障害者就労支援事業費
について、算定を見直
す。

26 介護人材確保等対
策事業費

区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定している
が、区によってばらつきが大きく、また、具体的な事業内
容が精査されておらず、標準区経費としての妥当性が判断
できない。

介護人材確保等対策事業費について、算定を充実する。本
事業は全区で実施しているところであるが、各区の経費や
実施方法等にはばらつきがある。特別区の実態や事業の内
容を踏まえれば、算定されるべき事業であるとの考えに変
わりはないが、今回の協議では、都区双方の見解を一致さ
せることは困難であることから、協議が整わなかった項目
として整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

27 指導検査事業費 区側提案は各区の決算額から標準区経費を設定している
が、実施区平均による経費設定では妥当性に欠け、また、
需用費を廃止して委託料で算定することとしているが、各
区の実態を踏まえ、引き続き需用費として算定することが
適切と考える。
さらに、保育施設等に関する経費のうち、幼稚園を対象と
した部分については、切り分けを行った上で、教育費で算
定すべきと考えるが、区側修正案は、これらの都側意見を
踏まえたものであり、合理的かつ妥当な水準であることか
ら、区側修正案に沿って整理する。

社会福祉法人に対する会計検査等の指導検査に係る経費に
ついて、特別区の実態を踏まえ算定を充実するとともに、
保育施設等に対する会計検査等の指導検査に係る経費につ
いて新規に算定する。合理的かつ妥当な水準を設定するに
当たって、実施区の数値をもって設定すべきという考えに
変わりはないものの、今回の協議では都区の見解を一致さ
せることが困難である。このため、本事業を算定するに当
たっては都側の意見を踏まえ、事業未実施区を含めて設定
するなど、経費を精査し、改めて標準区経費を設定した。
なお、幼稚園を対象にした経費については、教育費の「そ
の他の教育費（人口）」において算定する。

指導検査事業費（社会
福祉法人分）に つい
て、算定を見直す。ま
た、指導検査事 業費
（保育施設分）及び教
育費(指導検査事業費
（教育施設分））につ
いて、新規に算 定す
る。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

28 子ども医療費助成
事業費

区側提案は、都補助の水準ではなく、特別区域における
サービス水準により算定すべきとの内容であるが、都はこ
れまでの協議において、都の補助基準が都全域における
「合理的かつ妥当な水準」であると見解を示してきたとこ
ろである。
一方で、都としても、少子化が急速に進行する中、全ての
子どもの健全な育ちと子育て世帯の経済的負担の軽減を進
めるため、子どもの医療費助成について、令和7年10月から
の所得制限撤廃を目指すこととした。そのため、財調の標
準区経費の設定においても、令和7年10月分以降、所得制限
を撤廃したいと考えるが、区側修正案は、都側意見を踏ま
え、都補助の水準によるものとなっており、合理的かつ妥
当な水準であることから、区側修正案に沿って整理する。

乳幼児医療費助成事業費、義務教育就学児医療費助成事業
費のいずれも、所得制限や自己負担金を設けずに23区全区
で行っている。
財調における子ども医療費助成事業費の算定は、市町村部
に対する都補助の水準に準拠しており、所得制限や一部自
己負担金が設定されていることから、現行の算定と大きく
乖離している。
所得制限や自己負担金の撤廃については、これまでも都区
で協議を重ねてきたが、都側から、都補助の水準が合理的
かつ妥当な水準であるなどといった見解が示され、協議不
調となっている。
特別区域を対象とした財調制度であることを踏まえれば、
都全域を対象とした都補助の水準ではなく、特別区域にお
けるサービス水準により算定すべきと考える。
一方で、所得制限の撤廃について合意すること自体には異
論はない。このため、都側の意見を踏まえた修正案を提出
する。

子ども医療費助成事業
費について、算定を見
直す。

29 放課後児童クラブ
事業費

区側提案は、過大な経費が多数含まれていることや、一部
の項目において経費が適切に計上されていないこと等、全
般的に精査が不足していることに加え、放課後児童クラブ
に関連する経費は、今年度の財調協議において、別事業と
しても提案がされており、一部の経費が重複している。
さらに、区側提案は報酬等を据え置きとしている一方で、
直営の施設数は減少傾向にあることを踏まえれば、報酬等
についても合わせて見直すべきと考えるが、区側修正案
は、都側の意見を踏まえたものであり、合理的かつ妥当な
水準であることから、区側修正案に沿って整理する。

放課後児童クラブ事業費について、各区の実態を踏まえ算
定を充実する。
都側の意見を踏まえ、区間でばらつきの大きい項目の精査
や、今年度提案している別事業と重複する経費を除外し
た。また、報酬については、会計年度任用職員の各区の実
績を踏まえ、1施設当たりの人数規模を見直した。加えて、
直営の施設数が減少していることや、委託及び民設の施設
数が増加していることを踏まえ施設規模についても見直
し、改めて標準区経費を設定した。

放課後児童クラブ事業
費について、算定内容
（経費全体）を 見直
す。

30 利用者負担（保育
所等）

本事業については、過去、子ども・子育て支援法における
施設型給付費に係る利用者負担額の定めや、地方交付税に
おける施設型給付費の積算方法を踏まえ、国基準が「合理
的かつ妥当な水準」であると見解を示している。

保育所及び認定こども園等の利用者負担の算定について、
特別区の実態を踏まえ、算定を充実する。特別区の実態や
事業の内容を踏まえれば、特別区域におけるサービス水準
により算定すべき事業であるとの考えに変わりはないが、
今回の協議では、都区双方の見解を一致させることは困難
であることから、協議が整わなかった項目として整理す
る。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

31 私立保育所施設型
給付費等

区側提案は、標準区経費として合理的かつ妥当な水準であ
ることから、区側提案に沿って整理する。

公定価格の見直しによる4歳以上児配置改善加算の創設に伴
い、私立保育所施設型給付費等について、特別区の実態を
踏まえ、算定を充実する。

私立保育所施設型給付
費等について、算定を
見直す。

32 生活困窮者自立支
援事業費

区側提案は、現行の標準区経費の設定方法から、積算の考
え方を変更するものとなっているが、理由を確認したとこ
ろ、区の考えも理解できるものであった。
ただし、経費設定については、一部精査が必要であるが、
区側修正案は都の意見を踏まえたものであり、合理的かつ
妥当な水準であることから、区側修正案に沿って整理す
る。
なお、本件の合意により、社会福祉費（地域社会福祉協議
会育成費）の一部と経費の重複が発生するため、当該経費
は廃止する。また、重層的支援体制整備事業への移行対象
事業については、「重層的支援体制整備事業費」の標準区
経費に含めるものとする。

生活困窮者自立支援事業費について、特別区の実態を踏ま
え、算定を充実・改善する。本事業は区側提案により算入
したものであるが、当時の考えとして、事業開始当初であ
り各区が今後どの様に事業を実施していくか不明瞭な部分
があったため、個別のメニューに着目し、個々に普遍性を
判断する形で経費設定を行い、提案を行った。一方、事業
開始から時間が経過し、「生活困窮者自立支援」という事
業目的のもと、各区がその必要に応じて、個々の事業を実
施している状況が定着している。それらの事業は全て、
「生活困窮者自立支援」という目的のために実施している
ものであることから、普遍性の判断として、個々の事業に
着目するのではなく、全体として判断することが妥当であ
ると整理したものである。
次に、内示額から実績額に変更した理由であるが、事業開
始当初は各区の事業拡大傾向を迅速に反映するため、内示
額での経費設定には一定の合理性があったものと考えてい
る。しかし、内示額では、追加内示額が反映されていない
場合や、未執行経費が発生している場合等、実績との乖離
が生じることがある。そのため、事業開始から一定の時間
が経過している、現時点においては、実績額で経費設定す
ることが妥当であると考えるものである。都側の意見を踏
まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設定した。ま
た、本件の合意に伴い、重複が生じる社会福祉費（地域社
会福祉協議会育成費）の一部経費について廃止することに
異論はない。

生活困窮者自立支援事
業費について、算定を
見直す。なお、社会福
祉費（地域社会福祉協
議会育成費）の一部経
費について廃止する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

33 精神障害者退院後
支援事業費

既算定事業との切り分けを行った上で、経費全般を整理し
ているとのことだが、精神保健福祉士を新規に雇用せず既
存の人員で対応している区があり、既算定事業との重複は
解消されていない。また、特財として地域生活支援事業費
の補助を受けている区もあることから、精査が必要であ
り、現時点では算定すべきではないと考える。

精神障害者退院後支援事業費について、新規に算定する。
各区への調査において、国が示す「地方公共団体による精
神障害者の退院後支援に関するガイドライン」を踏まえ、
新たに発生した経費に対象を限定しており、既算定事業と
の切り分けを行った上で、経費全般を整理している。今回
の協議では、都区双方の見解を一致させることは困難であ
ることから、協議が整わなかった項目として整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

34 予防接種助成事業
費（男性ＨＰＶ）

予防接種費の算定については、例外的な場合を除き、国が
予防接種法上の定期接種に位置付けたものを標準算定して
いる。
本事業については、任意接種であるものの、国において定
期接種化が検討されており、ワクチンによる疾病負荷が一
定程度明らかとなっている点や、都が令和6年4月1日から
「ＨＰＶワクチン男性接種補助事業」を定期接種化までの
措置として実施している点から、例外的に算定する必要が
あることは理解する。
経費設定については、平成30年度財調協議に合意した「当
初は想定接種率等で設定」という内容を準用して設定した
ものであり、合理的かつ妥当な水準であると考えられるた
め、区側提案に沿って整理する。
なお、次年度以降については、「ＨＰＶワクチン男性接種
補助事業」の前々年度補助実績に連動して毎年度メンテナ
ンスを行うことが適当であり、定期接種化された際には経
費全体の見直しが必要と考える。

予防接種助成事業費（男性ＨＰＶ）について、新規に算定
する。男性ＨＰＶワクチンの予防接種については、国にお
いて定期接種化が検討されており、男性ＨＰＶワクチンに
よる疾病負荷は一定程度明らかとなったものの、費用対効
果の結果等に関しては、引き続き科学的知見に基づいて検
討が必要とされている状況にある。都は令和6年4月1日から
「ＨＰＶワクチン男性接種補助事業」を定期接種化までの
措置として実施している。
なお、次年度以降について、「ＨＰＶワクチン男性接種補
助事業」の前々年度補助実績に連動して毎年度メンテナン
スを行うこと及び定期接種化された際には経費全体の見直
しを行うことに異論はない。

予防接種助成事 業費
（男性ＨＰＶ）につい
て、新規に算定する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

35 予防接種助成事業
費（小児インフル
エンザ）

区側提案は、接種対象者を18歳以下に設定しているが、標
準区経費の設定に当たっては、都の補助基準である12歳以
下を対象にすべきと考える。この都側の意見を踏まえた区
側修正案は、標準区経費として合理的かつ妥当な水準であ
ることから、区側修正案に沿って整理する。
なお、次年度以降について、「小児インフルエンザワクチ
ン任意接種補助事業」の前々年度補助実績に連動して毎年
度メンテナンスを行うことに異論はない。

予防接種助成事業費（小児インフルエンザ）について、新
規に算定する。現時点で、法定接種化の予定がないことに
変わりはない。本事業は、今年度より都において子育て支
援の観点から「小児インフルエンザワクチン任意接種補助
事業」が実施されていることから、従前より助成していた
区に加え、今年度より新たに10区が助成を開始し、全区で
実施している。補助事業は都が特に推進している子育て施
策の一環であることから、都の補助事業は今後も引き続き
実施していくものであり、各区の助成事業についても、同
様に継続的に実施されるものと考える。これらの点を踏ま
えると本事業は、普遍性及びあるべき需要の観点から財調
上算定すべき事業である。都側の意見を踏まえ、都補助基
準である12歳以下までを対象とし、改めて標準区経費を設
定した。
なお、次年度以降について、「小児インフルエンザワクチ
ン任意接種補助事業」の前々年度補助実績に連動して毎年
度メンテナンスを行うことが適当であると考える。

予防接種助成事 業費
（小児インフル エン
ザ）について、新規に
算定する。

36 予防接種費（新型
コロナウイルス）

当事業について、令和6年度は、国が「新型コロナ定期接種
ワクチン確保事業に対する助成事業」として、接種1回あた
り8,300円を助成しているが、令和7年度以降の実施予定は
示されていない。しかし、現時点での新型コロナウイルス
ワクチンを取り巻く状況を鑑み、当補助を加味して特定財
源を設定することは理解する。また、区側提案は合理的か
つ妥当な水準であることから、区側提案に沿って整理す
る。

令和6年10月より定期予防接種を開始した新型コロナウイル
スワクチンに係る経費について、新規に算定する。
国による「新型コロナ定期接種ワクチン確保事業に対する
助成事業」については、令和7年度以降の実施が示されてい
ないが、現時点での新型コロナウイルスワクチンを取り巻
く状況を鑑み、国からの補助を加味した上で、標準区経費
を設定している。

予防接種費（新型コロ
ナウイルス）に つい
て、新規に算定する。

-21-



基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

37 予防接種費（五種
混合）

平成30年度財調協議において、「今後新たな予防接種を算
定する場合においては、当初は想定接種率等で設定」する
原則を都区で確認したが、今回の区側提案は、過去に、三
種混合ワクチン及び急性灰白ずい炎から四種混合ワクチン
へ移行した率等で経費設定している。
令和6年4月より定期接種化された五種混合ワクチンについ
ては、移行期であり、既存のワクチンからどの程度置き換
えが進むか、各区において想定接種率を正確に見込むこと
が困難である点、また、平成25年度財調協議における四種
混合ワクチンと同様に移行していくことが考えられる点を
踏まえると、当時の移行率等を用いて標準区経費を設定し
ている区側提案は、妥当な水準であると考える。
なお今後は、平成30年度財調協議で都区合意した内容に
沿って、1年度の実績が判明した段階で見直し、3か年度の
実績が判明した段階でさらに見直すべきと考える。

令和6年4月より定期予防接種を開始した五種混合ワクチン
に係る経費の新規算定並びに四種混合ワクチン及びヒブワ
クチンに係る経費の算定を改善する。
平成25年度財調協議における四種混合ワクチンと同様の移
行状況と考えられるため、当時の三種混合ワクチン及び急
性灰白ずい炎から四種混合ワクチンへの各移行率等を用い
て標準区経費を設定した。

予防接種費（五 種混
合）について、新規に
算定する。また、四種
混合ワクチン及びヒブ
ワクチンに係る経費に
ついて、算定を 見直
す。

38 乳幼児健康診査費
（3歳児視力屈折検
査）

屈折検査機器は、法定耐用年数に基づき8年と設定している
が、プリンターも同様に法定耐用年数を基に設定すべきと
考える。また、看護師の単価等について、他検査に従事し
ている職員が含まれているため、精査すべきと考えるが、
区側修正案は、都側の意見を踏まえたものであり、標準区
経費として合理的かつ妥当な水準であることから、区側修
正案に沿って整理する。

乳幼児健康診査費（3歳児視力屈折検査）について、新規に
算定する。都側の意見を踏まえ、プリンターについても法
定耐用年数をもとに5年とした。また、看護師について、視
力屈折検査のみに従事している職員をもとに単価等を見直
し、改めて標準区経費を設定した。

乳幼児健康診査費（3歳
児視力屈折検査）につ
いて、新規に算 定す
る。

39 心身障害者（児）
歯科診療事業費
（歯科診療委託）

本事業は、過去、都側から偏在性等の観点を指摘してお
り、平成4年度の新規算定以降見直しがなされていないが、
今回の区側提案は、偏在性の解消も検討した上で、単に決
算額から設定するのではなく、単価や時間数ごとに分析し
経費設定を行っており、設定方法については、概ね妥当な
ものと考える。
しかし、経費設定に当たって、23区総体で100％を超えるべ
きではなく、その点は精査すべきと考えるが、区側修正案
は、都側の意見を踏まえたものであり、標準区経費として
合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿っ
て整理する。

心身障害者（児）歯科診療事業費（歯科診療委託）につい
て、算定を充実する。本件は、平成4年度の新規算定以降、
見直しがなされておらず、現行算定と区の実態とで乖離が
発生しているものである。偏在性等の状況については、過
去の財調協議時点と比較しても大きな変化はない。しか
し、現行算定では、特別区全体での充足率が不足してい
る。かつ、今後偏在性が解消するという見通しもないこと
から、今回改めて提案したものである。今回の経費設定に
ついては、単に決算で経費設定するのではなく、各区の実
績を踏まえたモデルにより、標準区経費を設定したもので
ある。都側の意見を踏まえ、経費突出区を除外する等、経
費を精査し、改めて標準区経費を設定した。

心身障害者（児）歯科
診療事業費（歯科診療
委託）について、算定
を見直す。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

40 環境施策推進費
（低炭素型社会推
進費）

都において、令和6年度から「区市町村との連携による環境
政策加速化事業」が実施されており、本補助事業を標準区
経費において設定する必要があると考えるが、区側修正案
は、都側の意見を踏まえたものであり、標準区経費として
合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿っ
て整理する。

低炭素型社会推進費における太陽光発電システム導入補助
等の各補助金の単価及び件数について、特別区の実態を踏
まえ算定を充実する。都側の意見を踏まえ、補助事業の対
象と考えられる省エネ設備導入補助の「遮熱性・断熱性塗
装」及び「ＬＥＤ照明」について、特定財源を設定した。

環境施策推進費（低炭
素型社会推進費）につ
いて、算定を見直す。

41 予防接種費（子宮
頸がん）

区側提案は、接種率について、新規算定後1か年度の実績に
よる見直しであり、標準的な接種率等を設定したものであ
ると考えられることから、区側提案に沿って整理する。

予防接種費（子宮頸がん）について、特別区の実態を踏ま
え、算定を改善する。なお、接種率等は、令和5年度実績を
もとに設定する。

予防接種費（子宮頸が
ん）について、算定を
見直す。

42 予防接種費（ロタ
ウイルス）

区側提案は、新規算定時の見直し方法である接種対象者数
の増加割合に応じて事務費を算出する方法で経費設定をし
ており、標準区経費として合理的かつ妥当な水準であるこ
とから、区側提案に沿って整理する。
なお、事務経費について、令和3年度財調協議において、
「新たな定期予防接種が追加される際には、各区の想定接
種率で算定するが、その後3か年度の実績が判明した段階で
は、接種率に合わせ事務費についても適切に見直すこ
と」、「3年以内に新たな予防接種が追加された場合は、既
に算定されている予防接種にあわせて事務費の見直しを行
うこと」と整理したが、近年、定期的に予防接種費に関す
る区側提案がされており、その都度事務費を見直す機会が
あることを踏まえると、3か年実績ごとに事務費全体を見直
すことは、事務負担の観点からも望ましくないと考える。
ただし、事務費全体の見直しが不要なのではなく、新たな
定期予防接種が追加されない時など適当なタイミングで見
直しを実施することが必要である。

予防接種費（ロタウイルス）について、特別区の実態を踏
まえ、算定を改善する。なお、接種率等は、令和3年度から
5年度実績をもとに設定する。
令和7年度財調協議では、3か年度実績による見直しである
本事業と、新規算定である「新型コロナウイルス」、「五
種混合」を同時に提案しており、新規算定時と3か年度実績
での見直し時で異なる手法で算定している事務費につい
て、二つの見直しを同時に実施することは困難である。そ
こで、令和7年度財調協議においては新規算定時の見直し方
法である接種対象者数の増加割合に応じて事務費を算出す
る方法で対象の3ワクチンに係る事務費を設定した。

予防接種費（ロタウイ
ルス）について、算定
を見直す。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

43 【単位費用】【態
容補正】環境事業
推進費（路上喫煙
等巡回指導委託）

標準区経費の設定方法については、令和5年度財調協議にお
ける「決算額のみに着目し、標準区経費を設定している区
案は妥当ではない」とした都の考えを踏まえたものであ
り、妥当であると考える。
また、昼間人口比率による態容補正の新設については、事
業の性質・経費と昼間人口との関係を分析し、高い相関が
あることを確認できたことから、必要と理解する。
なお、委託における時間単価については、各区の経費にば
らつきがあることから、精査する必要があると考えるが、
区側修正案は、都側の意見を踏まえたものであり、合理的
かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿って整理
する。

環境事業推進費に係る路上喫煙等巡回指導委託経費につい
て、特別区の実態を踏まえ、算定を改善する。また昼間人
口において高い相関があったことから、昼間人口比率によ
る態容補正を設定する。都側の意見を踏まえ、数値を精査
し、改めて標準区経費を設定した。

環境事業推進費（路上
喫煙等巡回指導委託）
について、算定を見直
す。

44 【態容補正】資源
回収事業費（委託
料）

令和6年度財調協議において、「単に発生した経費の実額を
そのまま算定する区案は妥当ではない」、「標準区経費と
して設定されていた容器包装プラスチックに係る経費を補
正化するのであれば、容器包装プラスチック以外の資源回
収に係る経費も、標準区経費としての設定が妥当であるの
か検証が必要」との考えを示した。今回の区側提案につい
て、令和6年度財調協議の協議内容を踏まえたものとなって
いるが、態容補正の精査が必要であり、決算額と算定額が
乖離しないよう、一部地域で実施している区等を含めて経
費を設定すべきと考える。

資源回収事業費のうち、製品プラスチックに係る資源化経
費について、各区の実態を踏まえ、態容補正により新規に
算定する。
本提案は、態容補正の算定額を実額ではなく、令和5年度に
おけるプラスチックの資源化委託経費及び資源量に基づい
た単価とプラスチックの資源化委託のうち製品プラスチッ
クの経費比率を設定し、各区の資源量の実績を乗算するこ
とで、製品プラスチックの資源化委託経費を算定してい
る。また、態容補正による算定額は、製品プラスチックの
みを対象としていることから、令和6年度財調協議の内容を
踏まえたものとなっている。
区側としては、経費設定を行うに当たり、1年と通して区内
全域で事業を実施している区のみを対象とすべきと考えて
おり、年度途中から実施した区を含めた経費設定とすべき
でないと考える。
しかしながら、今回の協議では都区双方の見解を一致させ
ることが困難であるため、協議が整わなかった項目として
整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。

45 最終処分委託料 埋立処分委託料は、令和5年4月にも改定が行われ、令和6年
度財調協議において反映した。しかし、同改定は、正式決
定までの暫定措置であり、その後、令和6年度以降分につい
て正式決定となったため、令和6年4月にも改定が行われ
た。
区側提案は、最終処分委託料の改定を反映した見直しと
なっていることから、区側提案に沿って整理する。

最終処分委託料について、令和6年4月の埋立処分委託料の
改定を踏まえ、算定を改善する。

最終処分委託料につい
て、算定内容（経費全
体）を見直す。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

46 労働総務費（高齢
者就労対策事業助
成金）

標準区経費の設定根拠となる各区の決算額にばらつきがあ
ることから、経費設定の方法について精査が必要と考える
が、区側修正案は、都側の意見を踏まえたものであり、標
準区経費として合理的かつ妥当な水準であることから、区
側修正案に沿って整理する。

労働総務費（高齢者就労対策事業助成金）について、特別
区の実態を踏まえ、算定を充実する。都側の意見を踏ま
え、回帰分析の対象区を精査し、改めて標準区経費を設定
した。

労働総務費（高齢者就
労対策事業助成金）に
ついて、算定内容（委
託料）を見直す。

47 地域公共交通会議
運営費

区側提案は、標準区経費の設定に当たり、報酬単価等を経
費未発生区も含めた23区平均に基づき設定しており、標準
区経費として合理的かつ妥当な水準であることから、区側
提案に沿って整理する。

地域公共交通会議運営費について、新規に算定する。 地域公共交通会議運営
費について、新規に算
定する。

48 交通災害対策費
（自転車走行空間
整備事業費）

区側提案は、決算額のみに着目し標準区経費を設定してい
るが、本事業については新規整備を内容とするものである
ため、標準区経費の設定に当たっては、事業完了年度や総
事業規模等を踏まえた内容にすべきと考える。
また、自転車走行空間整備事業について、事業としての普
遍性はある一方、各区の地理的条件や事業量等の差異があ
ることを踏まえると、態容補正による算定は一定の合理性
があると考える。
既存の態容補正を活用した区側修正案は、算定の簡素合理
化の観点も踏まえられており、また、道路新設・拡幅事業
等と同様に前年度実績の4分の3を態容補正による算定額と
するなど、態容補正による算定内容として、合理的かつ妥
当な水準であることから、区側修正案に沿って整理する。

自転車走行空間整備事業費について、新規に算定する。
都側の意見を踏まえ、各区の事業計画や実施状況を改めて
確認したところ、区の交通状況や道路状況等の違いから、
目標整備量や年度事業量及び進捗率にばらつきがあること
が分かったため、標準区経費による算定ではなく、行政の
質量差等を反映できる態容補正による算定を改めて提案す
る。
態容補正による算定に当たっては、道路橋りょう費の態容
補正（Ⅰ）で加算される項目に加えるものとし、財調算定
年度における前年度実績の4分の3を算定する。また、各区
の事業計画の終了年度を踏まえ、令和13年度実績を算定基
礎とする令和14年度財調までの算定とする。

自転車走行空間整備事
業費について、態容補
正により新規に算定す
る。

49 建築行政費 区側提案は、決算額をもとに標準区経費を設定している
が、一部の経費については、区間のばらつきが大きいため
精査が必要と考える。また、固定費割合については、現行
の設定を踏襲しているが、特別区の実態を踏まえた経費全
体の見直し提案であれば、固定費割合の変更の必要性も検
討すべきと考えるが、区側修正案は、これらの都側の意見
を踏まえたものであり、標準区経費として合理的かつ妥当
な水準であることから、区側修正案に沿って整理する。

建築行政費について、特別区の実態を踏まえ、報酬を除い
た経費全体及び特定財源を見直し、算定を改善する。
都側意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。

建築行政費について、
算定内容（報酬以外）
を見直す。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

50 放置自転車等対策
事業費

決算額をもとに標準区経費を設定する場合、区間のばらつ
きが大きい一部の経費については精査が必要と考えるが、
区側修正案は、都側の意見を踏まえたものであり、標準区
経費として合理的かつ妥当な水準であることから、区側修
正案に沿って整理する。

放置自転車等対策事業費について、特別区の実態を踏ま
え、報酬を除いた経費全体及び特定財源を見直し、算定を
改善する。本事業においては、近年、放置自転車の撤去に
加え、放置禁止区域内での指導を強化する等、放置自転車
対策を充実させていることから事業費が増加している。一
方で、対策の充実に伴い、放置自転車数が減少しており、
放置自転車数と連動する特定財源について、縮減の見直し
を提案するものである。
都側意見を踏まえ、数値を精査し、改めて標準区経費を設
定した。

放置自転車等対策事業
費について、算定内容
（経費全体）を見直
す。

51 【単位費用】【態
容補正】都市計画
事務費(都市整備調
査委託)

令和2年度財調協議において、都区で確認した通り、区が実
施する「市街地再開発に向けた現況調査や基本方針、資金
計画作成等」は都市計画事務費で捕捉されている経費であ
る。そのため、「市街地再開発に向けた現況調査や基本方
針、資金計画作成等を準備組合が円滑に実施する」ことを
目的とした「助成金等」も含めて、標準区経費を設定する
ことができないか検討すべきと考えるが、区側修正案は、
都側の意見を踏まえたものであり、標準区経費として合理
的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿って整
理する。

都市計画事務のうち、都市整備調査委託に係る経費につい
て算定を充実し、都市計画決定から事業認可までの市街地
再開発準備組合への助成金等について、態容補正により新
規に算定する。
都側から、令和2年度財調協議における都区で確認した内容
について言及があったが、区側の認識に変更はない。都市
計画決定から事業認可までの市街地再開発準備組合への助
成金等の助成目的・内容については、市街地再開発に向け
た現況調査や基本方針、資金計画作成等を準備組合が円滑
に実施するためのものである。都市計画事務費の標準区経
費の設定に当たり、準備組合への助成金等が積算根拠に含
まれていないことから態容補正による算定を提案してい
る。
都側の意見を踏まえ、市街地再開発準備組合への助成金等
については、補助目的が標準算定されている事業を実施す
るためのものであることから、都市整備調査委託に含め
て、標準区経費を設定する。

都市計画事務費につい
て、算定内容（委託
料）を見直す。

52 【態容補正】自転
車駐車場維持管理
費

区側提案は、指定管理者制度を導入している駐輪場以外の
決算額をもとに経費設定しているが、一部の区では、指定
管理者制度の導入を積極的に進めており、制度導入済の駐
輪場と未導入の駐輪場に係る全体面積を比較すると概ね同
規模となっているため、経費設定に当たっては、制度導入
済の駐輪場に係る決算額も加味する必要があると考える。
併せて、決算額については、区間のばらつきが大きいため
精査を行うとともに、過去の協議結果も踏まえて経費設定
すべきと考えるが、区側修正案は、これらの都側の意見を
踏まえたものであり、態容補正による算定内容として、合
理的かつ妥当な水準であることから、区側修正案に沿って
整理する。

自転車駐車場維持管理費について、自転車乗入台数の減少
を踏まえ、事業費全体及び特定財源を見直し、態容補正の
算定を改善する。
都側の意見を踏まえ、指定管理者制度を導入している自転
車駐車場に係る経費を含め、改めて態容補正の算定内容を
設定した。

自転車駐車場維持管理
費について、算定内容
（経費全体）を見直
す。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

53 【小・中学校費】
学校運営費（学習
状況調査費）

令和4年度財調協議において、国が小学校6年生及び中学校3
年生を対象に実施する調査と区が独自に行う調査は同一の
目的あると判断したところであるが、今回の協議におい
て、区側から国及び区の調査目的の違いについて示され、
一定程度異なることを確認した。
一方で、両調査の出題される問題は異なるが、学習状況調
査であることは変わらず、内容が類似する国の調査が実施
されている状況であることから、「あるべき需要」の判断
に当たっては、他自治体の実施状況を踏まえる必要がある
と考える。しかし、区側からは、他自治体の実施状況が明
示されず、算定の妥当性を判断することができない。

学習状況調査費について、新規に算定する。
国調査は小学校6年生及び中学校3年生のみを調査対象とし
ており、義務教育の最終学年における学力等の状況を把
握・分析することによって、全国的な教育施策の成果と課
題を分析し、その改善を図るものである。一方で、提案し
ている区調査は小学校4年生から中学校3年生までを対象
に、毎年調査を実施するものである。これにより、国調査
とは異なる目的である「習熟度の経年比較を行い、児童生
徒一人ひとりに応じたきめ細やかな指導につなげること」
が可能となる。令和2年度から開始となった新学習指導要領
では、これまで以上に「個別最適な学び」の充実が求めら
れており、区調査の目的はこうした現状にも即したもので
ある。
他自治体の実施状況をもって、判断されるべきものではな
いと考える。
区側としては、「特別区」における標準的にかかる経費と
して、各区の決算等から提案を行っている。一方で都側
は、特別区以外の自治体の実施状況が明確ではないことの
みをもって、標準区経費として妥当性を判断することがで
きないとしている。区側としては、特別区の実績、普遍性
等が確認できる状況であれば、十分妥当性を判断できると
考えている。

協議が整わなかった項
目として整理する。

54 【小・中学校費】
学校職員費（区費
非常勤栄養職員）

都としては、学校給食における安全・衛生管理の重要性に
ついては、認識をしているところであるが、栄養教諭等
は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標
準に関する法律」により、学校における標準的な配置人数
が設定されている。
この点について、令和5年度財調協議でも述べたとおり、栄
養職員に係る経費については、特別区の実態ではなく、義
務標準法で定める人数が合理的かつ妥当な水準であると考
えている。

完全給食単独実施校について、栄養職員を含む栄養教諭等
が各校1名配置となるよう、区費で栄養職員を配置している
もので、特別区の実施状況を踏まえ、新規提案する。
栄養教諭等については、食物アレルギーを有する児童・生
徒に対する除去食等のきめ細やかな対応が必要であり、学
校給食における安全・衛生管理の観点から、各校1名配置が
必要と考える。普遍的な配置実態も踏まえ、各校1名配置と
なるよう区費で配置している栄養職員を算定すべきと考え
る。

協議が整わなかった項
目として整理する。

-27-



基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

55 【小・中学校費】
学校給食費保護者
負担軽減事業費

区側提案は都補助事業の交付申請の考え方に沿った内容と
しているが、算定額が都補助の水準を上回っており、経費
設定の方法について精査する必要がある。
こうした都側意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区側
修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側修
正案に沿って整理する。
次年度以降については、前々年度補助実績に連動して毎年
度メンテナンスを行うことが適当であると考える。
なお、学校給食費の無償化は国の責任と財源で実現すべき
ものであることから、当事業に対する都補助事業が終了す
る年度の翌年度までの算定とすべきである。

学校給食費保護者負担軽減事業費について、新規に算定す
る。
都側の意見を踏まえ、最新の変更交付決定額を用いる等、
数値を精査し、改めて標準区経費を設定した。
次年度以降、補助実績に応じて毎年度メンテナンスを行う
ことは、適切な方法であり異論はない。
区側としても、本来は国の責任で行うべき事業であると考
えている。子育て世帯における経済的負担の軽減や子育て
しやすい環境づくりのため、各区が実施する必要があると
考え行っているものとの考え方に変わりはないが、都補助
事業に沿った経費設定となっていることを踏まえ、終了時
期について都案に異論はない。

学校給食費保護者負担
軽減事業費について、
新規に算定する。

56 コミュニティス
クール運営費

区側提案は、コミュニティスクール以外の経費が一部含ま
れるなど、標準区経費の精査が必要である。さらに、学校
運営協議会の設置場所は、基本的に学校単位となることか
ら、小学校費、中学校費ともに測定単位を学校数とするこ
とが妥当であると考える。
こうした都側意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区側
修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側修
正案に沿って整理する。

コミュニティスクール運営費について、新規に算定する。
都側の意見を踏まえ、経費の精査及び測定単位の変更を行
い、改めて標準区経費を設定した。

コミュニティスクール
運営費について、新規
に算定する。

57 私立幼稚園要支援
児対応経費

私立幼稚園が実施する障害児の受け入れに対して、都は、
既に私学助成等による運営費補助を実施している。
区側提案の内容は、当補助の上乗せとして、各区がそれぞ
れの政策判断に基づき、自主的に行っている事業に係るも
のであるが、私立幼稚園要支援対応においては、都補助事
業が合理的かつ妥当な水準であるため、区側提案は財調上
の「あるべき需要」でないと考える。

私立幼稚園要支援児対応経費について、新規に算定する。
私学助成の特別補助（特別支援教育経費）として実施され
ている都補助事業については、園児1人当たりの単価が年額
784千円となっており、実際の要支援児受入れに必要な加配
職員人件費等の経費を満たすことができていない。
また、都補助事業は対象となる障害児の要件が厳しく、昨
今の要支援児教育に対する関心の高まりなどを背景とした
現場の実態に則していない。こうした中で、特別区では23
区中18区が私立幼稚園設置者に対する補助事業を実施して
いるところであり、こうした現状を踏まえ、財調において
も積極的に算定すべきであると考える。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

58 私立幼稚園等保護
者負担軽減事業費

都事業については、「都民が都内のどこに住んでいても、
同水準の行政サービスを受けられるよう、都が判断し、そ
の責任をもって定めたもの」であり、「合理的かつ妥当な
水準」であると考える。
そのため、都事業の上乗せとして実施している本事業は、
財調上の「あるべき需要」ではないと考える。

私立幼稚園（新制度未移行園）等に通う園児の保護者にお
ける経済的な負担を軽減し、公・私立幼稚園間の負担格差
の是正を図るために実施している区単独の保育料補助及び
入園料補助について、新規に算定する。
都内平均保育料が制度開始からの5年間で約5万円増加して
いる一方で、都事業の補助額は制度開始時から据え置かれ
ている。
特別区では、都事業では不足している額を補完し、保護者
負担を軽減するために事業に取り組んでいるところであ
り、都基準ではなく特別区域におけるサービス水準を基準
財政需要額に反映すべきと考える。

協議が整わなかった項
目として整理する。

59 電子書籍サービス
事業費

区側は、本事業を新規事業として提案しているが、現行算
定している図書館管理費と関連する事業と考えられる。ま
た、各図書館において導入するサービスではなく、全固定
での算定となることから、図書館管理費のうち、図書館管
理運営費（中央館分）で算定すべきと考える。
次に、標準区経費の設定において、実施区のみの平均とし
ており、合理的かつ妥当な水準とは言えないことから、精
査が必要である。
こうした都側の意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区
側修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側
修正案に沿って整理する。
なお、本事業は図書館管理費と関連する事業であることか
ら、各区の紙書籍数の増減を確認し、減少傾向にある場合
には、図書館管理費と一体的に見直しを図るべきと考え
る。

電子書籍サービス事業費について、新規に算定する。
都側の意見を踏まえ、事業未実施区を含めて積算する等、
経費を精査し、図書館管理費のうち、図書管理運営費（中
央館分）で改めて標準区経費を設定した。
本事業は非来館型のサービスであり、来館型のサービスを
前提とした現行算定の図書館管理費とは異なる経費であ
る。今後、本経費の見直しに際しては、各区の紙書籍数の
方針が変わらない限りにおいて、他の図書館管理費と切り
分けて検討すべき事業であると考える。

電子書籍サービス事業
費について、新規に算
定する。
なお、「図書館管理
費」の中で算定する。

60 パラスポーツ推進
事業費

各区の実施状況から、事業自体の普遍性は確認ができた
が、各区の決算額にばらつきがある。また、標準区経費の
設定において、実施区のみの平均としており、合理的かつ
妥当な水準とは言えないことから、精査が必要である。
こうした都側の意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区
側修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側
修正案に沿って整理する。

パラスポーツ推進事業費について、新規に算定する。
都側の意見を踏まえ、数値を精査し、都の「区市町村ス
ポーツ実施促進事業費補助金」におけるパラスポーツ推進
事業の補助実績に基づき、改めて標準区経費を設定した。

パラスポーツ推進事業
費について、新規に算
定する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

61 【小・中学校費】
学校運営費（教育
用コンピュータ整
備費）

区側提案は、国のＧＩＧＡスクール構想第2期における制度
改正を踏まえた暫定的な対応として、経費設定を新たな国
補助上限額に更新するものであり、また、同制度改正に伴
う端末の予備機の15％について、地方交付税措置が確認で
きたため、区側提案のとおり整理する。
なお、教育用コンピュータの単価については、国補助廃止
年度の翌年度より、補助金相当額を上乗せすべきと考え
る。

児童・生徒一人一台の教育用コンピュータ整備費につい
て、算定を充実する。
区側は現行の端末単価について、単に国補助単価上限額が
設定されているということだけを理由に、区の実態を踏ま
えない単価設定がされていると考えている。
ＧＩＧＡスクール構想第2期における都の共同調達を踏まえ
た見直しまでの暫定対応としては、端末単価を新たな国補
助上限額に更新すると同時に、予備機分についても国補助
上限の15%に設定したところである。
なお、国資料では、「15%の予備機を含め、端末整備・更新
に係る経費に対する3分の2の国費支援がされている。この
際、上記整備・更新費用の地方負担分3分の1について、令
和6年度地方交付税措置が講じられている。」とされてい
る。
国補助廃止年度の翌年度に、補助金相当額を単価へ上乗せ
することについて、異論はない。

学校運営費（教育用コ
ンピュータ整備費）に
ついて、算定内容（使
用料及び賃借料）を見
直す。

62 【小・中学校費】
学校運営費（自動
車借上等）

区側提案は、改定時期を踏まえ、令和6年度決算見込額を使
用し、標準区経費を設定しているが、決算見込額では妥当
性に欠けるため、契約額で経費設定を行うなど、精査が必
要である。
こうした都側の意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区
側修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側
修正案に沿って整理する。
なお、本来であれば、決算額を使用すべきと考えるが、令
和7年度秋頃の公示運賃の改定を踏まえ、再度提案を行うと
していることから、合意する。

学校運営費の自動車借上等に係る経費について、令和5年8
月に施行された国土交通省の貸切バス公示運賃改定を踏ま
え、算定を充実する。
都側の意見を踏まえ、改めて令和6年度契約額で経費を精査
し、標準区経費を設定した。
貸切バスの公示運賃については、「2024年問題」への対応
等を踏まえ、国土交通省が令和7年秋頃に再度の見直しを行
うとしている。次回の公示運賃改定の影響が明らかになっ
た段階で、改めて協議を行う必要があると考える。

学校運営費（自動車借
上等）について、算定
内容（使用料及び賃借
料）を見直す。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

63 【小・中学校費】
学校職員費（ス
クールカウンセ
ラー報酬）

区立小・中学校のスクールカウンセラーについては、都費
負担により全校分の配置をしていることから、都の配置を
超える経費については、各区が政策的な判断で行っている
もので、基準財政需要額として算定すべきではないと考え
る。

小学校費の学校職員費のスクールカウンセラーに係る経費
について、配置校数を全校とし、算定を充実するととも
に、中学校に係るスクールカウンセラーの配置経費を新規
に算定する。
区費スクールカウンセラーの配置状況については、平成29
年度財調協議時点では小学校が15区及び中学校が14区で
あったところ、今回提案ではそれぞれ18区及び19区に拡大
している。また、配置割合を増やした区も小学校で4区及び
中学校で2区存在することから、配置状況の区間の乖離は縮
小している。
加えて、平成29年の学校教育法施行規則の改正により、ス
クールカウンセラーについてはその職務が法律上において
も新たに規定されたところである。近年は全国的な不登校
児童・生徒の増加を受け、国も「誰一人取り残されない学
びの保障に向けた不登校対策（ＣＯＣＯＬＯプラン）」等
を発出したところであり、スクールカウンセラーの役割は
以前にも増して重要となっている。
こうした現状を踏まえ、財調においても積極的に算定すべ
きであると考える。

協議が整わなかった項
目として整理する。

64 【中学校費】学校
職員費（部活動指
導員報酬）

区側提案は、部活動指導員を単独で見直す提案となってい
る。部活動指導員と部活動講師が、別の職種であることは
都としても認識しているが、業務内容は類似していること
から、見直しに当たっては、両者の活用状況も確認する必
要があると考える。
なお、部活動指導員の経費設定に当たっては、都の補助事
業が実施されており、この都補助単価が合理的かつ妥当な
水準であると考える。

部活動指導員報酬に係る経費について、算定を充実する。
部活動指導員と部活動講師は業務内容が類似するものの別
の職種であり、各区の実施状況に応じて任用している。令
和4年度財調協議では、部活動指導員報酬と部活動講師謝礼
について提案を同時に行ったものの、後者のみ不調となっ
ていることを踏まえると、必ずしも同時に見直しをしなけ
ればならない事業ではないと考える。部活動指導の資質向
上や教職員の負担軽減等の観点から、部活動の地域連携を
各区推進しており、その過程で部活動指導員も増加してい
るため、本件について充実の提案を行っている。
しかしながら、今回の協議では都区双方の見解を一致させ
ることが困難であるため、協議が整わなかった項目として
整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

65 教育相談事業費
（いじめ・教育相
談員及び適応指導
教室指導員報酬）

いじめ・教育相談員及び適応指導教室指導員については、
不登校児童・生徒数が増加している状況を踏まえ、見直し
は妥当と考える。
なお、標準区経費の設定方法については、実施区のみの平
均や回帰分析としており、合理的かつ妥当な水準とは言え
ないことから、精査が必要である。
こうした都側の意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区
側修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側
修正案に沿って整理する。

教育相談事業費のいじめ・教育相談員及び適応指導教室指
導員に係る経費について、算定を充実する。
都側の意見を踏まえ、事業未実施区を含めて積算するな
ど、経費を精査し、改めて標準区経費を設定した。

教育相談事業費（いじ
め・教育相談員及び適
応指導教室指導員報
酬）について、算定内
容（報酬）を見直す。

66 音楽鑑賞教室 本事業は、平成30年度財調協議において、区側から見直し
提案がなされ、協議不調となった事業であるが、平成30年
度財調協議以降における状況の変化として、「芸術文化に
触れる機会を増やすための取組を積極的に推進」している
ことが確認できた。
また、区側提案は、実施区のみの平均としていることや各
区の実施状況にばらつきが見られ、精査が必要であるが、
都側の意見を踏まえた区側修正案は、合理的かつ妥当な水
準であることから、区側修正案に沿って整理する。

音楽鑑賞教室に係る経費について、算定を充実する。
都側の意見を踏まえ、事業未実施区を含めて積算する等、
経費を精査し、改めて標準区経費を設定した。
なお、音楽以外の芸術鑑賞も含めて標準区経費を設定した
ことから、事業名を「音楽鑑賞教室」から「芸術鑑賞教
室」に変更する。

音楽鑑賞教室につい
て、算定内容（経費全
体）を見直す。
なお、事業名を「音楽
鑑賞教室」から「芸術
鑑賞教室」に変更す
る。

67 放課後子ども教室
推進事業費

令和6年度財調協議でも述べたとおり、現行算定は、平成26
年度財調協議において、「本事業が国及び都補助事業であ
ることを鑑みて、算定対象人数、日数及び時間についても
一定の基準が必要であることから、今後も制度改正等を含
め、都補助基準額積算の考え方に則って適宜変更していく
ことが適当である」として合意したものである。
都補助基準額積算は東京都全体の状況を踏まえて設定され
ているものであり、都としては、この基準に沿った経費設
定が妥当であると考える。

放課後子ども教室推進事業費について、特別区の実態を踏
まえ、業務委託による設定に見直すとともに算定を充実す
る。
前回の合意から10年が経過したところであるが、平成26年
度財調協議時点では39.5%だった充足率が、令和5年度決算
では11.9%となっていること等を踏まえると、区の事業実態
を踏まえた見直しを行うことが妥当である。
平成26年度財調協議時と同様に、現行は都の補助基準額に
据え置かれている財調算定を、都補助制度の補助対象経費
ベースの数値に見直すべきと考える。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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基準財政需要額の調整項目（つづき）

項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

68 スポーツ推進計画
策定経費

区側提案は、標準区経費の設定方法について、計画策定区
のみの決算平均を取っていることなどから、精査が必要で
あると考える。
こうした都側の意見を踏まえ、標準区経費を再設定した区
側修正案は、合理的かつ妥当な水準であることから、区側
修正案に沿って整理する。

スポーツ推進計画の策定に係る経費について、算定を充実
する。
現行算定については平成31年度財調協議時点での特別区の
実態を踏まえ10年計画としたが、各区が参酌していた国の
第1期スポーツ基本計画についても10年間程度を見通した計
画とされていたところである。その後の国の第2期及び第3
期スポーツ基本計画は5年間の計画とされており、特別区の
実態としても前回協議時と比較して5年間の計画とする区が
増加している状況にある。ついては、国の第3期スポーツ基
本計画の計画期間を参酌し、区側提案の計画期間について
も5年と設定した。
都側の意見を踏まえ、事業未実施区を含めて積算する等、
経費を精査し、改めて標準区経費を設定した。

スポーツ推進計画策定
経費について、算定内
容（経費全体）を見直
す。
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３その他関連する項目

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 都区連携経費 1点目の「災害対応等経費」についてである。
「水害に備えた都市インフラの強靭化に向けた整備のため
の需要」については、既存算定との重複も懸念されること
から、次年度以降、改めて経費を精査の上、議論すべきも
のと考える。
「在宅避難が可能な環境を整備するための需要」、「避難
所の環境整備や受援体制の強化のための需要」は、標準区
経費の設定方法について精査すべき点があり妥当ではな
い。都の地域防災計画では、2030年度までの目標として
「自助の備えを講じている都民の割合100％」、「全ての避
難所における安全で質の高い生活環境の確保」を掲げてい
ることから、2030年度までに達成できるようモデル経費を
設定し、一部経費を除き、2030年度までの算定にすべきと
考える。その点を踏まえ、区側提案の対案として、都の修
正案を提示する。
2点目の「少子化対策経費」についてである。
「地域の実情に応じた特別区における少子化対策のための
独自のこども・子育て政策に係る需要」については、個別
に区側提案がなされているところであり、その中で議論す
べきと考える。なお、仮に地方交付税と同水準を算入する
のであれば、既存経費との重複も懸念されるため、次年度
以降、改めて経費を精査の上、議論すべきものと考える。
3点目の「脱炭素関係経費」についてである。
「ゼロカーボンシティの実現に向けた事業に係る需要」に
ついては、今回の財調協議で提案している「投資的経費の
見直し（建築工事）」における「環境配慮対策費」が該当
すると考えられ、今年度は当該経費の算入可否について議
論すべきである。

将来にわたって都と区で連携して取り組む必要がある特別
区の財政需要について、基準財政需要額に算定するよう次
の３点について提案する。
1点目は「災害対応等経費」についてである。
在宅避難が可能な環境を整備するための特別区における需
要を想定している。
また、避難所の環境整備や受援体制の強化のための特別区
における需要を想定している。
さらに、水害に備えた都市インフラの強靭化に向けた整備
のための特別区における需要を想定している。
2点目は「少子化対策経費」についてである。
地域の実情に応じた特別区における少子化対策のための独
自のこども・子育て政策に係る需要を想定している。
3点目は「脱炭素関係経費」についてである。
ゼロカーボンシティの実現に向けた事業に係る特別区にお
ける需要を想定している。
今回の協議では都区双方の見解を一致させることは困難で
あることから、「災害対応等経費」における「水害に備え
た都市インフラの強靭化に向けた整備のための需要」、
「少子化対策経費」、「脱炭素関係経費」については、協
議が整わなかったものとして整理するが、今後も、引き続
き議論をしていきたいと考える。
区側としては、目標年次を設定し、時限的に算定すべきと
する都側の趣旨は一定程度理解できることから、「在宅避
難が可能な環境を整備するための需要」および「避難所の
環境整備や受援体制の強化のための需要」については、
「2030年度までに達成できるようモデル経費を設定し、一
部経費を除き、2030年度までの算定」とする都側修正案の
とおり整理したいと考える。

都区連携経費に つい
て、新規に算定する。
なお、「災害対応等経
費」における「在宅避
難が可能な環境を整備
するための需要」およ
び「避難所の環境整備
や受援体制の強化のた
めの需要」以外につい
ては、協議が整 わな
かった項目として整理
する。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

2 勤勉手当支給に伴
う会計年度任用職
員経費の単価の見
直し

現在、財調算定されている報酬経費については、事業ごと
に、交付税の算入基準や都施策の基準、特別区における事
業の実施状況などを含め、都区で協議した結果、設定した
単価・規模である。単価は、需要額を構成する一つの要素
に過ぎず、本来は、規模等を含め、需要額の全体を見た上
で見直すことが妥当であると考える。
しかし、区側発言のとおり、一部の職種においては最低賃
金を下回る状況であり、都としても単価を是正する必要が
あることは理解する。
今回の区の調査結果を確認すると、各区の職種別の報酬額
にばらつきがあり、当該調査結果をもとに設定した報酬単
価は合理的かつ妥当な水準と言えず、最低賃金を上回るよ
う、現行単価のもととなった都単価等を最新の数値に置き
換える形で見直すことが妥当と考えるが、区側修正案は、
都側の意見を踏まえたものであり、合理的かつ妥当な水準
であることから、区側修正案に沿って整理する。

地方自治法の改正により、令和6年度から会計年度任用職員
に対して、勤勉手当を支給することが可能となったことか
ら、報酬額に勤勉手当を反映させる。また、勤勉手当等の
基礎となる報酬月額について、現行の財調単価と特別区の
実態が乖離しており、一部の職種においては最低賃金を下
回る状況となっていることから、特別区の実態を踏まえ見
直しを行い、算定を改善する。
報酬単価の設定に当たっては、令和5年度に総務省が実施し
た調査における各区の職種別の報酬額の回答を、令和6年度
の状況に更新することで設定する。
また、通勤手当については、報酬単価から切り離して設定
し、金額については、正規職員との権衡を考慮し、財調上
の正規職員の通勤手当額を参考に設定する。
会計年度任用職員は、各区において区長等を任命権者とし
て任用しており、その報酬額は、正規職員の給料表を基礎
として設定するなど適切に管理していることを踏まえる
と、都の単価ではなく、特別区の実態を踏まえて設定する
単価が合理的かつ妥当な水準であると考えるが、一部の職
種で報酬単価が最低賃金を下回る水準となっていることは
解消しなければならないと考える。そのため、今回は都側
の主張に沿って、都の単価をもとに報酬単価を設定する。
併せて、期末・勤勉手当の支給月数について、令和6年特別
区人事委員会勧告の内容を踏まえた月数に修正し、改めて
標準区経費を設定する。

会計年度任用職員の単
価について、算定を見
直す。

3 定年引上げに伴う
標準給の見直し

区側提案は、新たな職層区分を設けることで、定年引上げ
の影響を反映させるものであり、妥当であると考えられる
ことから、区側提案に沿って整理する。

「国家公務員法等の一部を改正する法律」の施行による定
年の段階的引上げの実施に伴い、60歳に達した職員の給与
水準が新たに設定されたため、標準給に定年引上げによる
影響を反映し、算定を改善する。
標準給については、7区分の職層別に標準給を設定し、職層
別の職員構成比を乗じた累計により、統合標準給として設
定している。
定年の引上げに伴い、基本給を従前の7割とする職員が発生
することとなり、現行の職層区分では捕捉できないことか
ら、新たな区分を新設し、標準給と構成比を設定すること
で、統合標準給にその影響を反映する。

標準給について、定年
引上げに伴う見直しを
行う。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

4 【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）

投資的経費については、平成25年度財調協議で全体的な見
直しを行って以来、大きな見直しを行えていないため、都
側としても、現下の社会・経済状況や各区の実態等を踏ま
えた見直しの必要性を認識している。
令和5年度財調協議において、投資的経費の見直しに関する
区側提案がなされたが、標準事業規模や単価設定の方法等
について、検証が不足しているという課題を都から提示
し、全体的な見直しは不調となっている。
今回の区側提案は、令和5年度財調協議の結果等を踏まえ、
需要費全体を検証した上で、取りまとめたものとのことで
あるが、区側提案のうち改築単価について、「標準建物予
算単価」を用いた現行モデルと比較し、各区の決算を基礎
とした単価に見直すこととしているが、3つの理由から妥当
ではないと考えている。
まず、単価設定に用いている各区工事実績の決算額につい
て、1㎡当たりの単価を確認すると、一例ではあるが、公衆
便所の外構工事費は4万円から1,123万円と、約281倍もの開
きがある。本事例以外についても、工事ごとの決算額にば
らつきがあるため、これらの単価差の検証および精査がさ
れていないデータを基にした区側提案は妥当ではない。
次に、区側提案は決算を基礎とした単価に、今後見込まれ
る需要として、週休2日対応費などの補正を乗じることとし
ている。各区では既に週休2日に対応した工事を実施してお
り、決算額もそれを踏まえた金額となっているため、決算
額と補正で内容が重複している。
最後に、区側提案では単価設定に、各区の実態である決算
額を用いることとしている一方、年度事業量は実態ではな
く、長寿命化を導入するとしている学校校舎を除き、現行
の設定である「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」
等による数値で据え置くこととしている。

投資的経費の建築工事単価については、依然として特別区
の実態とは大きな乖離が生じており、見直しが急務となっ
ている。
今年度の区側提案は、過去の協議の協議結果等を踏まえ、
単価の比較のみに留まらず、標準事業規模や年度事業量等
を含めた、需要費の全体を検証した上で、取りまとめたも
のである。
第一に、標準事業規模については、改めて費目ごと・施設
ごとに検証した結果、概ね充足していることが確認できた
ため、今回も提案を見送る。
第二に、年度事業量のうち、学校の校舎については、現行
の47年から80年に見直すとともに、長寿命化改修工事に係
る経費の新規算定を提案する。また、改修の回数について
は、20年目に1回目の大規模改修、40年目に長寿命化改修、
60年目に2回目の大規模改修を行うものとして標準区モデル
を設定している。なお、その他の施設については、現行の
年度事業量の設定を据え置く。
第三に、改築単価については、各区の決算を基礎とした単
価に見直すこととする。現行モデルの検証を行ったとこ
ろ、校舎における1㎡当たりの単価について、決算単価と現
行モデル単価の間に10万円以上の乖離が生じていることか
ら、改めて各区の決算を基礎とした単価に見直すことを提
案する。さらに、今後見込まれる需要として、資材価格等
の急激な高騰を見込んだ補正である特別補正費、週休2日対
応費、ＺＥＢ化費用を決算単価に上乗せして提案する。
また、改修単価については、学校の校舎は、長寿命化改修
単価を改築単価に0.6を乗じた額、大規模改修単価を改築単
価に0.25を乗じた額とすること、また、その他の施設は、
現行の工種ごとに積算する方法を継続しつつ、近年の工事
単価の伸びを反映するため、平成26年度から令和6年度まで
の東京都標準建物予算単価上昇率を乗じた額とすることを
提案する。

投資的経費（建築工
事）について、算定内
容を見直す。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）
（つづき）

この点について、決算額を用いるのであれば、各施設の実
際の供用年数も考慮すべきと考える。事実、区の調査結果
を確認すると、省令の耐用年数を超えて供用している施設
が多数存在しており、それらを踏まえた単価設定としなけ
れば、過大な算定に成りかねない。
以上より、各区の決算を基礎とした単価設定は妥当ではな
く、客観的な指標である「標準建物予算単価」を用いた現
行モデルを改良する形で見直すべきと考える。
次に、規模については「概ね充足している」として、提案
が見送られている。しかし、充足率が100％を大きく超えて
いる施設等があること、使用している調査結果について過
大、過少な規模を持つ施設が含まれていること等を踏ま
え、再度検証をすべきと考える。
その他にも、年度事業量や元利償還金、低地係数等、様々
な観点から検証が必要と考えているが、区側修正案は、こ
れらの都側意見を踏まえ、適切に検証した結果が反映され
ており、合理的かつ妥当な水準であることから、区側修正
案に沿って整理する。
なお、ＺＥＢ化費用について、各区の実施状況を確認した
ところ「現時点の実績としてＺＥＢ化を普遍的に実施して
いるという状況ではない」ということであったが、都とし
ても「ゼロエミッション東京」を実現するためには、脱炭
素関係施策に関する都区の緊密な協働と連携が不可欠であ
ると認識している。そのため、ＺＥＢ化費用について、新
たに算定することで整理をしたが、今回は現時点における
取組状況ではなく、各区の計画等を踏まえた将来的な需要
見込みを前提に算定するものであることから、今後、実際
の取組状況が明らかになった段階で、経費設定方法につい
て改めて検証が必要になるものと考える。

併せて、改築及び改修単価については、東京都標準建物予
算単価の上昇率に基づき改定されるよう、物騰率の算出方
法を改めることを提案する。
施設の老朽化対策は特別区の喫緊の課題であり、本経費の
適切な算定は重要であると考えているので、是非、前向き
な検討をお願いする。
都側から、現行モデルを改良する形で議論することについ
て提案があった。繰り返しになるが、区側としては、各区
の決算を基礎とした単価による見直しが、妥当な設定であ
ると考えている。また、経費のばらつきについて発言が
あったが、経費が計上されている以上、金額の多寡に関わ
らず、財調に反映すべき特別区の実態であり、積算の基礎
とするのは当然と考えている。
一方、現行の建築工事単価は特別区の実態と大幅な乖離が
生じており、見直しが急務となっている。
都区双方で見直しの必要性を認識しており、議論を円滑に
進める観点から、次回以降、現行モデルの改良についても
並行して検討していくことに異論はない。
都側から、「単価については、現行の単価モデルを改良し
て見直すべきとの観点から記載をしている」との発言が
あった。都区財政調整制度が都と特別区の間にのみ適用さ
れる制度であることから、特別区の実態を踏まえるべきと
いう考えに変更はない。
一方、現行モデルの検証は、前回見直し時からの状況の変
化等により、現行モデルに追加できる要素等も併せて検証
する余地がある。このことから、「現行モデルを改良して
見直すべき」との都側の主張も一定程度理解ができるた
め、その指摘を踏まえ、改めて検証を行った。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）
（つづき）

その結果、決算単価と比較した新たなモデル単価は、その
他施設については、概ね妥当な水準であることが確認でき
た一方、校舎については、依然として乖離が生じており、
決算単価を用いるべきとの見解に変更はない。しかし、新
たにＺＥＢ化費用など、今後見込まれる需要を反映するこ
とで、単価の乖離もある程度改善できることから、都側の
意見も一定程度理解ができるものと考えている。そこで、
都側の意見を踏まえ、現行モデルの単価を最新のものに更
新し、各種補正などを追加した単価について、改良モデル
単価として設定した。
また、標準事業規模については、費目ごと・施設ごとに検
証し、概ね充足しているとして据え置いていたが、都側の
意見を踏まえ、メニューごとの分析を実施して精査を行
い、改めて設定した。その他、年度事業量や元利償還金、
低地係数等についても改めて検証を行い、必要に応じて再
設定を行った。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

【投資】投資的経
費の見直し（建築
工事）
（つづき）

ＺＥＢ化の実態については、現時点では限られた施設のみ
が実施しているという状況である一方で、各区はゼロカー
ボンシティ宣言を行うなど、ＺＥＢ化を含めた環境施策を
推進していくこととしており、将来的には普遍的になるも
のと考えている。よって、都側の「今後、実際の取組状況
が明らかになった段階で、改めて検証が必要になるもの」
という点については、区側も同様の認識である。
脱炭素関係施策については、都区の信頼関係のもと、緊密
な協働と連携が必要であり、今回の合意はそれに寄与する
ものと考えている。これにより、「ゼロエミッション東
京」の実現にも資するという認識である。
今回の協議では、平成25年度財調協議以来となる投資的経
費の見直しについて、資材費高騰等の社会経済状況及び、
特別区全体における公共施設の整備方針等を踏まえ、財調
算定にどのように反映させるかがポイントとなった。それ
らの課題について、一定程度反映でき、協議をまとめるこ
とができたのは、大きな成果であると考えている。
ＺＥＢ化費用等の後年度における課題や、状況の変化等が
あった場合は、改めて協議していく必要があると考えてい
るので、よろしくお願いする。

5 労務単価上昇への
対応経費

現在財調算定されている委託料については、公共工事設計
労務単価が直接影響するものだけでなく、窓口委託や業務
補助委託、システム保守等、様々な経費が含まれている。
そのため、委託料については、特定の経費を除き、特別区
人事委員会勧告で示される公民較差率等を参考に物騰率を
設定しており、民間給与の実態を加味した適切な額が、毎
年、財調算定されていると認識している。
事実、今回の提案で区が示した「厚生労働省毎月勤労統計
調査（調査産業計の給与）」の指数と、委託料にかかる財
調上の物騰率の指数を比較しても、大きな差はない。
また、区側提案は、現在財調算定されている委託料全額に
対し、労務単価上昇を踏まえた加算を行うのみで、労務単
価上昇が与える財調上の影響について、詳細に分析できて
おらず、現時点で見直しの必要性を判断することはできな
い。

「厚生労働省毎月勤労統計調査」によると、労務単価の上
昇が見られ、特別区の行財政運営にも影響を与えている。
都区財政調整においても、一定の対策を講じる必要がある
ことから、委託料について、通常の物騰率の適用に加え、
労務単価の上昇を踏まえた一定の加算を行うことを求め
る。
具体的には、「厚生労働省毎月勤労統計調査（調査産業計
の給与）」と通常の物騰率における指数の差を臨時的に加
算する。
近年の労務単価の上昇は、特別区の行財政運営にも影響を
与えている。区側としては、財調上の経費においても、一
定の対策を講じる必要があるという考えに変わりはない。
しかしながら、今回の協議で都区双方の見解を一致させる
ことは困難であること、次年度以降、様々な視点から、よ
り合理的な算定手法等について検証し、見直しに向けて検
討していくことを踏まえ、協議が整わなかった項目として
整理する。

協議が整わなかった項
目として整理する。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

6 特別交付金 特別交付金の割合については、平成19年の都区協議会にお
いて、条例の本則を2％から5％に変更する改正条例文案を
提示して都区で合意し、改正したものである。
各区においては、その地理的、社会的、経済的諸条件によ
る様々な行政課題に対応するために、その時々の状況に応
じて独自性を発揮した多種多様な事業に取り組んでおり、
こうした各区の特別な財政需要を受け止めるものが特別交
付金である。
近年の特別交付金の申請状況を見ても、区ごとに異なる財
政需要が、5％を大きく超える規模で毎年申請されている。
次に、算定の透明性・公平性の向上について、特別交付金
の算定対象となる経費は、都と区で合意した算定ルール
で、「当該年度に発生した特別の財政需要等」と定められ
ており、都は算定ルールに則って適切に算定している。
また、特別交付金の算定ルールについては、都区で議論を
積み重ね合意したものであり、その内容について問題はな
いと考える。
なお、都区双方が改正する必要があると判断した場合は、
財調協議により、都区合意の上で、算定ルールの改正を行
うものと認識している。
（つづきあり）

「特別交付金の割合の引き下げ」について、法人住民税の
一部国税化やふるさと納税制度等の不合理な税制改正によ
る減収に加え、長引く物価高騰の影響も重なり、特別区の
財政は先行きが依然として不透明な状況であることを踏ま
え、各区が安定的な財政運営を行うためにも、可能な限
り、算定内容が客観的かつ明確に規定されている普通交付
金による対応を図るべく、割合を2％に引き下げることを求
める。
次に、「算定の透明性・公平性の向上」について、区側が
認識していないルールの明確化等を始めとした見直しを求
める。
具体的に、算定除外経費については、令和3年度財調協議に
おいて、除外の範囲を明確かつ限定的にするとして、「ラ
ンニング経費」のうち「各種システムの維持管理経費」及
び「食糧費」のうち「会議用食糧費」の2点を都区で合意
し、都からの申請依頼通知に明記したものであり、「ラン
ニング経費」を理由に除外することを合意したという認識
はない。
都区で合意していない「ランニング経費」を理由に除外す
ることは、区側が認識していないルールと言わざるを得な
いため、都区で確認したルールに則って適切に対応してい
ただくようお願いする。
また、都区で確認したルール以外で運用がなされないよ
う、財調協議により、都区合意の上、改正を行っていく必
要があると考える。
（つづきあり）

算定項目「Ｃ－イ」に
係る精算基準の見直し
について、協議が整わ
なかった項目として整
理する。
また、特別交付金の割
合が6％に変更になるこ
とを踏まえ、今年度に
協議した事項も含め、
次年度に算定ルールに
ついて議論を行う。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

6 特別交付金
（つづき）

次に、算定項目「Ｃ－イ」に係る精算基準の見直しについ
て、区側提案は、事業終了年度の財調単価をもとに精算す
るものであるが、精算するならば、都としては、申請初年
度から事業終了年度までの財調単価の平均をもとに精算す
るという考えである。
「Ｃ－イ」の算出方法は、算定ルールにおいて、財調単価
による算定又は実績額による算定のいずれか少ない額とし
ており、これは、各区における事業の規模や単価のグレー
ド差を調整するためのものである。
こうした算定ルールを都区で合意している以上、精算時に
財調単価の上昇を反映するのであれば、同様に下降時にも
反映しなくてはならないと考える。
そのため、複数年度にわたる事業については、年度間の調
整を図る観点から、事業終了年度の財調単価のみではな
く、申請初年度から事業終了年度までの財調単価の平均を
もとに精算することが妥当と考える。
最後に、算定ルールについて、都区で議論を行うことに異
論はない。

次に、算定項目「Ｃ－イ」に係る精算基準の見直しについ
てである。
算定項目「Ｃ－イ 普通交付金算定対象外施設に係る老朽
化への緊急対応」のうち、複数年度にわたる事業で分割交
付を受けているものは、実績額による算定の場合にのみ精
算されることとなっており、財調単価による算定の場合に
は、実施されていない。
昨今、各区において、建築資材の高騰等に伴い当初より工
事費が増加する案件が発生していることから、工事費増に
係る部分について、実績額による算定と同様に財調単価に
よる算定の場合でも対応していく必要があると考える。
そこで、事業終了年度に財調単価による算定が実績額によ
る算定を下回る場合で、実績額が増加し、かつ事業終了年
度の財調単価が申請年度から増加したときは、事業終了年
度の財調単価に整備面積を乗じた額と既に交付した額との
差分で精算するよう、算定ルールの見直しを提案する。
最後に、都区間の財源配分に関する事項の協議の結果、来
年度から特別交付金の割合が6％に変更になることを踏ま
え、今年度に協議した事項も含め、次年度に早急にルール
作りを行うことが必要と考えるため、次年度に向け、前向
きな議論をお願いする。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

（調整税に係る過
誤納還付金の取扱
い）

過誤納還付金については、都のみが、毎年多額の負担を強
いられており、平成21年度は約759億円、平成21年度以降の
累計額は約3,300億円になることから、国への提案要求を
行っている。
都としては、是非とも区側の理解をいただいて、都区で議
論が重ねられるよう、前向きな対応をお願いしたい。

過去の財調協議では、都財政に影響があり、交付金の原資
に反映すべきとする都側の主張に対して、区側に負担を求
めるのであれば、都区の役割分担の変更と同じことであ
り、配分割合の見直しが必要であることを申し上げてき
た。
このような協議を続けている一方で、都は、平成17年度以
降、毎年、区との合意のないまま、一方的に国に対して法
令改正の要請を行っている。例年申し上げているが、これ
は都区の信頼関係に係ることであり、改めていただきた
い。
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３その他関連する項目（つづき）

№ 項目 都の考え方 区の考え方 協議結果

7 都市計画交付金 都市計画交付金は、本来基礎自治体が行う都市計画事業の
財源である都市計画税が特別区の区域においては都税とさ
れている中で、特別区が行う都市計画事業の財源として活
用できるよう、設けられているものである。
近年、都市計画税は、増収が続いており、平成29年度から
令和5年度にかけて約482億円の増収となっているにもかか
わらず、都市計画交付金予算額は、200億円に据え置かれ、
都市計画税に対する比率は年々低下し続けている。
さらに、交付率に上限があることから、事業の一部にしか
充当できない状況にある。
今後、市街地再開発事業の進展をはじめとする特別区の都
市計画事業の増加に伴い、特別区の一般財源負担と財調財
源への更なる圧迫が見込まれる。
区側としては、都市計画税本来の趣旨を踏まえ、都区の都
市計画事業の実施割合に見合うよう、交付金総額を拡大す
ること、全都市計画事業を交付対象化すること、交付率の
上限撤廃、都市計画公園整備事業に係る単価の算定方法を
改善することを提案する。
また、都市計画事業の都区の実施実態について、従前から
必要な情報の提示を求めているが、応じていただけていな
い。都市計画税の適正な配分を検証するためにも、必要な
情報の提示を改めて求める。
平成19年度財調協議までは、財調協議の場を中心に、交付
金の対象事業の見直し等について整理してきた経緯がある
が、それ以降の財調協議においては、都側から財調協議の
中で直接議論するものとは考えていない等という見解が示
され、実質的な議論ができていない。
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るためには、都区双
方が協力し、円滑に都市計画事業を執行することが必要で
あるため、前向きな議論をお願いする。
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４財源を踏まえた対応

№ 項　　目 都の考え方 区の考え方 協議結果

1 財源を踏まえた対
応

現在の協議状況及び高度経済成長期に建設された公共施設
が一斉に更新の時期を迎える中、学校をはじめ、公共施設
の多くは災害時における避難所に指定されていることか
ら、老朽化対策が喫緊の課題となっていることを踏まえ、
公共施設改築経費を臨時的算定すべきとの提案である。
「令和6年度再調整」の協議でも申し上げたが、発生が危惧
されている首都直下地震や、頻発化・激甚化する風水害に
備え、災害時に避難所等となることから、必要な改築は適
時行うことが求められるものと考えられる。
また、過去のリーマンショックによる減収への対応とし
て、それ以前に臨時算定した改築経費が存在したことか
ら、当該時期の年度事業量をゼロとすることで対応した経
緯もあるため、区側の提案については、都側としても異論
はない。
なお、平成31年度財調協議で整理したとおり、公共施設改
築需要の集中期の対応については、区側の検証により、財
調上、過去の臨時的算定により対応が済んでいることが明
らかになっている。
このため、今回の再調整及び臨時的算定についても、引き
続き、費目別、標準施設別で臨時的に算定した額と年度事
業量を都区双方で管理し、後年度の不況時の対応に資する
こととする。

都側より改めて令和7年度財源見通しが示されたが、普通交
付金の財源は、所要額に比べ上回る見込みであるとのこと
だった。
今回の協議においても、一部の事業で都区の考え方を一致
させることができておらず、依然として需要額算定すべき
事業が多く積み残っていると考えている。
一方で、各区では、高度経済成長期に建設された公共施設
が一斉に更新の時期を迎えており、学校をはじめ、公共施
設の多くは災害時における避難所に指定されていることか
らも、老朽化対策は喫緊の課題となっている。
そこで、区側としては、現在の協議状況及び特別区の現状
を勘案し、財源を踏まえた対応として、公共施設改築工事
費の臨時的算定を提案する。

公共施設改築工事費の
臨時的算定について整
理する。
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令和6年度都区財政調整（再調整）

№ 項　　目 都の考え方 区の考え方 協議結果

都側から、再調整項目として、義務教育施設の新増築等に
係る経費の算定と、公共施設の改築需要に係る経費につい
て、提案があった。
区側としては、義務教育施設の新増築等に係る経費につい
ては、項目として理解したが、区間配分に与える影響に鑑
み、慎重に検討する必要があると考える。
また、その他の事業として、本来、標準算定すべき事業で
あるにもかかわらず、過去の協議等により未算定となって
いる事業や、特別区の実態と大幅な乖離が生じている事業
などについて、優先的に算定すべきである。
具体的には、公共施設ＬＥＤ灯切替事業費、児童手当給付
事業費、児童扶養手当給付事業費、子ども医療費助成事業
費、高校生等医療費助成事業費、私立保育所施設型給付費
等、国民健康保険事業助成費（出産育児一時金）、予防接
種費（ＢＣＧ）、予防接種費（新型コロナウイルス）、予
防接種助成事業費（男性ＨＰＶ）、予防接種助成事業費
（小児インフルエンザ）、商工振興費（中小企業関連資金
融資あっせん事業（緊急対策分））、自転車用ヘルメット
購入助成事業費、公衆便所維持管理費、【小・中学校費】
学校給食費保護者負担軽減事業費、労務単価上昇への対応
経費、標準給単価等の見直し、勤勉手当支給に伴う会計年
度任用職員経費の単価の見直し、投資的経費の見直しの計
19項目の算定を求める。
今回示された都側提案を見ると、区側から提案した項目に
ついて、一部盛り込まれていないが、いずれの項目も区の
考え方とは一致するものとなっている。
また、都側から提案があった、義務教育施設の新築・増築
等に要する経費の算定についてだが、再調整での算定につ
いては、区間配分に与える影響に鑑み、慎重に検討する必
要があると考える。
令和6年度の普通交付金の財源状況を踏まえて確認したとこ
ろ、都案は、区間配分への影響を一定程度考慮したものと
なっている。
以上の点を踏まえ、令和6年度再調整については都側提案に
沿って整理したいと考える。

公共施設ＬＥＤ灯切替
事業費、児童手当給付
事業費、私立保育所施
設型給付費等、国民健
康保険事業助成費（出
産育児一時金）、予防
接種費（ＢＣＧ）、予
防接種助成事業費（男
性ＨＰＶ）、予防接種
助成事業費（小児イン
フルエンザ）、予防接
種費（新型コロナウイ
ルス）、商工振 興費
（中小企業関連資金融
資あっせん事業（緊急
対策分））、【小・中
学校費】学校給食費保
護者負担軽減事業費、
標準給等の見直し、勤
勉手当支給に伴う会計
年度任用職員経費の単
価の見直し、首都直下
地震等に対する防災・
減災対策としての公共
施設改築経費、義務教
育施設の新築・増築等
経費の起債充当除外の
14項目について整理す
る。

区側から提案があった公共施設ＬＥＤ灯切替事業費ほか、
学校給食費保護者負担軽減事業費、勤勉手当支給に伴う会
計年度任用職員経費の単価の見直し、首都直下地震等に対
する防災・減災対策としての公共施設改築経費など計14項
目について、算定すべきと考える。

1 6年度の対応
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